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みはら元気創造プラン（後期基本計画）各論順

1 新しい三原をつくる協働のまち

1-1 人権・男女共同参画 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 4

1-2 元気な地域 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 8

1-3 市民協働 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 10

2 地域の文化と多様な人材を育むまち

2-1 教育 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 13

2-2 生涯学習、文化・スポーツ - - - - - - - - - - - - - - - - 17

3 多様な産業と多彩な交流による活力あるまち

3-1 商工業・サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 23

3-2 農林水産業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 27

3-3 観光・交流 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 33

3-4 交流・連携基盤 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 37

4 健やかに暮らせる人に優しいまち

4-1 子ども・子育て - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 44

4-2 健康・医療 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 47

4-3 福祉・介護 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 50

5 安心して快適・安全に住み続けられるまち

5-1 防災 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 57

5-2 生活の安全安心 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 63

5-3 環境 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 69

5-4 生活基盤 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 73

6 計画の実現に向けて

6-1 効果的・効率的な行財政運営 - - - - - - - - - - - - - - - - 82

6-2 透明性の高い行政運営と情報発信 - - - - - - - - - - - - - 84

6-3 地方分権型社会に対応した行政経営 - - - - - - - - - - - - - 85

目　　　　　　　　　次
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3

4

5

2,229

1 人権相談事業 人権推進課

人権相談を実施し、相談者の問題解決に向け、助言や関係機関、制度を
紹介する。研修参加、ケース会議、庁内ネットワーク会議などを活用
し、相談員のスキルアップを図る。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

予算額 10,023 10,791 10,849 11,010 13,239

対前年度 　　　　　－ 768 58 161

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 人権相談件数
1,173件
(H30)

771件
(R4)

1,500件 1,500件

3

4

5

1,002

1 人権教育・啓発事業 人権推進課

憲法を通じて人権を学ぼう講座、三原市事業者等人権研修会、人権週間
ミニフェスタ及び各人権文化センター主催による講演会、学習会などを
実施する。また、人権啓発指導委員による出前講座の充実を図る。

2
インターネットモニタリ
ング事業

人権推進課

インターネット上の差別書き込みを監視し、対象の書き込みに係る削除
要請を行うとともに、メディアリテラシーの啓発のための出前講座など
を実施する。

一般会計

民生費

社会福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

予算額 3,605 3,549 4,052 3,662 4,664

対前年度 　　　　　－ △ 56 503 △ 390

施策がめざす
三原市の姿

人権問題に対する理解と認識が深まり、市民一人ひとりの人権が尊重され、誰もがい
きいきと生活できている。

42,417 千円

基本方針① 各種人権講演会や研修会の開催、人権啓発指導員の派遣や関係機関との連携により、人権教育・啓発を進めます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 1-1-1　人権教育・啓発の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1)
人権学習・研修会(市主催・講師派遣)に参加し、人権問題
に対する理解が深まった人の割合

95%
(H30)

91.6%
(R4)

96.0% 上昇

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 関係団体・機関との連携を深めるとともに、相談しやすい窓口づくりと、相談員の能力向上に努めます。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3 集会所等維持管理事業 人権推進課

集会所の適正な維持管理と、市民の人権啓発、福祉の拠点施設として利
用の促進を図る。

4 地域交流事業 人権推進課

文化講座（太極拳、ピアノ、書道、生花、絵手紙、気功、パソコンな
ど）、文化祭、ふれあい交流事業及び夕涼みコンサートを実施する。

5

一般会計

民生費

社会福祉費

一般会計

民生費

社会福祉費

△ 76,737

1
人権文化センター施設維
持管理事業

人権推進課

人権文化センターの適正な維持管理と、生活上の各種相談や人権課題の
解決に向けた隣保館事業を実施する。

2
本郷人権文化センター耐
震改修事業

人権推進課

施設利用者の安全確保及び利便性向上や脱炭素化推進のため、耐震改
修、エレベーター新設、トイレ改修、空調更新及び太陽光発電設備設置
等にかかる設計を行う。

一般会計

民生費

社会福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

予算額 19,035 18,473 29,892 101,251 24,514

対前年度 　　　　　－ △ 562 11,419 71,359

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 人権文化センターでの年間利用件数
2,754件
(H30)

2,413件
(R4)

3,000件 3,000件

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③ 地域交流事業を通じて地域に根ざした人権啓発を進めるため、人権文化センターの拠点機能の充実を図ります。

(2)
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1 人材育成セミナー 人権推進課

男女共同参画社会の中で、個性と能力が発揮できる人材を育成するセミ
ナーを3回開催する。うち1回をフォローアップ講座として、人材リスト
登録を促す。

2
女性団体のネットワーク
化の推進

人権推進課

みはらウィメンズネットワーク理事会で各団体の情報を共有する。ウィ
メンズ総会の際に講演会を開催することにより、男女共同参画社会を推
進する人材の育成を図る。

一般会計

民生費

社会福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

予算額 127 127 127 124 124

対前年度 　　　　　－ 0 0 △ 3

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 各種審議会等に占める女性委員の割合
28.3%
(H31)

29.3%
(R5)

33% 33%

3

4

5

0

1
パートナーシップ宣誓制
度事業

人権推進課

令和4年1月1日から開始したパートナーシップ宣誓制度の周知と性的マイ
ノリティへの理解の促進を図る。県内市町等と制度の相互利用協定を締
結し、利用環境の整備を進める。

2
男女共同参画講演会等の
開催

人権推進課

男女共同参画社会の実現に向けた意識啓発のため、男女共同参画講演会
を開催する。

一般会計

民生費

社会福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

予算額 532 524 167 166 166

対前年度 　　　　　－ △ 8 △ 357 △ 1

施策がめざす
三原市の姿

男女が互いを尊重し、個性と能力を十分に発揮して、社会の様々な分野に参画してい
る。

14,898 千円

基本方針① 男女共同参画の理解を広めるため、広報・啓発の充実に努めます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 1-1-2　男女共同参画社会の形成 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) 社会全体における男女の地位が平等だと感じる市民の割合
13.0%
(H28)

10.8%
(R3)

上昇 上昇

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 政策・方針の立案及び決定過程に参画できる人材の育成を図ります。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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539

1 女性相談事業 社会福祉課

女性相談室に相談員を配置し、ＤＶ被害者等からの相談に対し、必要な
助言を行う。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

予算額 2,223 2,185 2,314 2,416 2,955

対前年度 　　　　　－ △ 38 129 102

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 女性相談におけるＤＶ相談の割合
4.2%
(R3)

12.3%
(R5.12月)

減少 減少

3
女性デジタル人材育成事
業

商工振興課

子育て等で時間の制約があり、就労意欲がありながらも断念していた母
親等を対象にテレワーク業務スキルや就労に直結するデジタルスキルの
習得に関する連続セミナーを開催する。

4
男女共同参画プラン推進
事業

人権推進課

男女共同参画審議会の意見を踏まえ、私らしく暮らせるみはらプランの
施策を推進する。

5
男女共同参画社会づくり
表彰

人権推進課

男女共同参画及び働き方改革の推進を積極的に実施している市民や事業
者等を表彰することにより、市民・事業者への意識啓発を図る。

一般会計

民生費

社会福祉費

一般会計

民生費

社会福祉費

一般会計

民生費

社会福祉費

4,338

1
子育て女性等就労支援事
業

商工振興課

就労を希望する母親等を対象とした連続セミナーや市内事業者を対象と
した女性活躍推進セミナーを開催するとともに、両者のマッチングを図
る就職マッチングイベントを開催する。

2
女性活躍推進アドバイ
ザー派遣支援事業

商工振興課

働き方改革等により女性活躍の推進を図りたい企業に対してアドバイ
ザーを派遣し、一般事業主行動計画の策定など、伴走型の支援を行う。

一般会計

民生費

社会福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

予算額 410 3,363 3,160 7,315 11,653

対前年度 　　　　　－ 2,953 △ 203 4,155

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 一般事業主行動計画の市内策定事業者数
8社

(H31)
32社
(R4)

増加 18社

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④
配偶者等からの暴力を防止し、男女がともに人権を尊重し、安心して生活できる環境づくりに向けて、啓発や他機関等と
連携した支援を推進します。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
男女が社会のあらゆる分野で活躍しやすい環境づくりに向け、また、特に求められる女性活躍に向けて、関係機関・事業
者等と連携した支援を推進します。

(2) 女性(25～39歳)の就業率
69.5%
(H27)

73.8%
(R2)

75% 75%
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

「地域ビジョン」を策定し、活動に取り組んでいる組織数
－

(H31)
19組織

（R6.1月末）
20組織 28組織

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
中山間地域の維持・活性化のため、住民組織の「地域計画」に基づく取組などに対する支援を行うとともに、地域支援員
及び地域おこし協力隊員との連携を強化します。

(2)
以前より地域での暮らしに安心感が高まっていると感じる
中山間地域の住民組織(活動中核組織)の割合

－
(H31)

8.7%
（R6.1月末）

上昇 100%

(1)
自治会や町内会などが活発に活動し、地域のコミュニティ
活動が充実していると感じる市民の割合

16.5%
(H30)

13.5%
（R5）

上昇 100%

(2)

施策がめざす
三原市の姿 住民組織を中心に、地域の課題解決や活性化のための活動が活発に行われている。 114,304 千円

基本方針①
地域づくり活動の担い手である住民組織の活動活発化のため、組織づくりや基盤強化のための支援を行うとともに、住民
主体のまちづくりを推進するため、地域と行政が連携し、地域を運営する「地域経営」の取組を進めます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 1-2-1　地域づくり活動の活性化 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 84,556 83,209 80,445 106,252 75,879

対前年度 　　　　　－ △ 1,347 △ 2,764 25,807 △ 30,373

1 地域経営推進事業
地域企画課
各支所

住民組織を対象に、「地域ビジョン」の策定支援（3組織）やビジョン推
進のための交付金の交付（20組織）、地域での話し合いを支援するため
のアドバイザー等を派遣することにより、地域経営の推進を図る。

2 住民組織活動補助事業
地域企画課
各支所

住民組織を対象に、地域課題の解決や地域活性化等の活動に対する補助
金を交付することにより、活動の活発化を図る。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3
町内放送施設設置補助事
業

地域企画課

住民組織を対象に、放送施設の修理・新設等に要する経費に対して補助
金を交付することにより、住民への円滑な連絡を支援する。

4
地域集会所整備費補助事
業

地域企画課

住民組織を対象に、地域集会所の修理・新築・解体撤去等に要する経費
に対して補助金を交付することにより、住民の連帯意識を高め、福祉の
向上を図る。

5
コミュニティホーム管理
事業

地域企画課

コミュニティホーム（19施設）を管理することにより、地域住民の連帯
意識を高め、健康で文化的な地域社会の実現と発展を図る。

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
地域活動が以前より活発化していると感じる中山間地域の
住民組織(活動中核組織)の割合

61.1%
(H30)

30.4%
（R6.1月末）

上昇 100%

(3) 住民組織が行うコミュニティビジネス事業数
2事業
(H31)

4事業
(R6.1月末)

5事業 7事業

予算額 43,684 41,204 39,094 39,869 38,425

対前年度 　　　　　－ △ 2,480 △ 2,110 775 △ 1,444

1 中山間地域活性化事業
地域企画課
各支所

中山間地域の住民組織（活動中核組織）を対象に、活動の実践や相互の
ネットワーク構築の支援を行うことにより、地域活性化を図る。

2
中山間地域コミュニティ
ビジネス支援事業

地域企画課

中山間地域の住民組織（活動中核組織）を対象に、地域資源等を活用し
て利益や雇用を生み出す事業を支援することにより、地域課題の解決や
地域活性化を図る（1事業）。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3 地域支援員活用事業
地域企画課
各支所

中山間地域に地域支援員を配置し、その活動を支援することにより、地
域の維持・活性化を図る（R5:22地区→R6:27地区）。

4 行政事務委託事業 経営企画課

佐木島住民の生活利便性の維持・向上を図るため、市が行う業務の一部
を三原鷺浦郵便局へ委託する。

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

移住定住のサポートに対する満足度
－

(H30)
76.0%
(R4)

100% 100%

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 移住定住を後押しする支援のほか、関係人口の創出など、戦略的な移住定住施策を推進します。

(2) 事業後も関係人口として、市とつながりを継続する人数
－

(H30)
43人
(R4)

135人 135人

(1) 市の定住相談窓口を利用して市外から移住を決めた世帯数
23世帯
(H30)

79世帯
(R4)

40世帯 40世帯

(2)

施策がめざす
三原市の姿 居住地としての魅力が高まり、三原に住みたい人が増えている。 112,668 千円

基本方針①
三原らしいライフスタイルの情報発信やワンストップでの相談対応を行うなど、移住定住希望者とのマッチングや受入体
制を構築するとともに、地域や企業とも連携した受入を推進します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 1-2-2　移住・定住の促進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 630 3,577 2,925 3,655 2,015

対前年度 　　　　　－ 2,947 △ 652 730 △ 1,640

1
移住サポート業務推進事
業

地域企画課

移住検討者を対象にした情報発信や相談対応を行うことを通じて、移住
の決断を後押しする。なお、対応に当たっては、民間事業者とも連携
し、住まいや仕事などの情報を適時提供する。

2
お試し暮らし滞在費補助
事業

地域企画課

移住検討者が、住まいや仕事探しのために本市を訪れ、滞在しやすい環
境を提供するため、滞在期間中の宿泊費やレンタカー利用料を支援す
る。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 社会増減数
△262人
(H30)

74人
(R4)

0人 0人

予算額 128,512 133,766 137,415 109,298 110,653

対前年度 　　　　　－ 5,254 3,649 △ 28,117 1,355

1
地域おこし協力隊活用事
業

地域企画課

都市部の人材を地域おこし協力隊員として配置（全9人を配置）し、地域
や各種団体と連携した地域おこし活動を行うことで、地域力の維持・活
性化を図るとともに、任期後の起業・定住につなげる。

2
ファーストマイホーム応
援事業

地域企画課

市外からの移住又は市分譲地購入により本市で新たに住宅を取得する若
年層（40歳未満の夫婦・15歳未満の子がいる世帯）に対し、住宅取得費
用の一部を補助し、市内での移住・定住を促進する。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3 移住支援金交付事業 地域企画課

東京23区に在住又は通勤している者が、就労や起業・テレワークによ
り、市内へ移住した場合に移住支援金を交付することにより、市内への
移住・定住を促進する。

4 結婚新生活支援事業 地域企画課

少子化対策としての婚姻促進と婚姻を契機とした移住者の増加を図るた
め、新婚世帯に対し、住宅の取得費用、賃借費用及び引越費用の一部を
補助する。

5 就労・移住定住支援事業 地域企画課

保健福祉分野における人材確保と移住者の増加を図るため、市内の医
療、介護、福祉、幼稚園、保育園等で新たに就労する人に対し、引越費
用、賃借費用、養育費用の一部を補助する。

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

市と協働で実施し、継続・自立した事業数
－

(H31)
3事業

(R6.1月末)
4事業 7事業

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
ボランティア・市民活動サポートセンターを中心に、人材の確保・育成と市民活動団体や住民組織などの多様な主体が連
携するようネットワークの充実に取り組みます。

(2)
「地域ビジョン」を通じた住民組織と市民活動団体の新規
連携事業数

－
(H31)

19事業
(R6.1月末)

20事業 28事業

(1)
市民、企業、ボランティアなどが互いに協力しあい、市民
協働のまちづくりが行われていると感じる市民の割合

11.1%
(H30)

7.6%
(R5)

上昇 上昇

(2)

施策がめざす
三原市の姿

市民や市民活動団体、企業、市等が互いに協力し、まちを支え元気にする活動が活発
に行われている。

2,454 千円

基本方針①
市民協働のまちづくり活動への理解と参画が進むよう、情報発信や活動の実践機会の創出を図るとともに、市民の主体的
な地域課題の解決や活動の充実に向け、新たな活動に取り組む団体の支援や多様な主体との協働を進めます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 1-3-1　市民協働のまちづくりの推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 3,142 4,681 4,212 3,702 2,454

対前年度 　　　　　－ 1,539 △ 469 △ 510 △ 1,248

1 市民協働サイト運営事業 地域企画課

市民協働サイト「つなごうねっと」を管理運営することにより、市民活
動団体や住民組織等の情報発信を支援するとともに、団体の情報共有、
ネットワーク化を図る。

2 市民活動団体育成事業 地域企画課

設立初期の市民活動団体を対象に、団体が行う公益性の高い事業に対し
て補助金を交付することにより、協働の担い手の育成を図る（4団体）。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3 市民提案型協働事業 地域企画課

市民活動団体等を対象に、団体から提案された協働事業に対する負担金
を交付するとともに、団体と市が協働で事業実施することにより、地域
課題の解決や地域の魅力を創造する（1団体）。

4
クラウドファンディング
活用促進事業

地域企画課

市民活動団体等を対象に、クラウドファンディングの利用手数料を補助
することにより、団体の活動資金の確保と自己資金で自らの活動を実現
するきっかけづくりを支援する（1団体）。

5

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
三原市ボランティア・市民活動サポートセンター登録団体
数・登録者数

117団体
2,792人
(H31)

82団体
1,498人

(R5.12月末)

110団体
2,000人

130団体
2,900人

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

1
ボランティア・市民活動
サポートセンター運営委
員会支援事業

地域企画課

三原市ボランティア・市民活動サポートセンターの円滑な運営を図るた
め、運営委員会の支援を行う。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3

4

5
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3

4

5

　　　　　－

1 産学官金連携事業 経営企画課

企業や大学、金融機関との連携により、地場産業の活性化や新たな価値
の創出を図る取組について検討し、実施する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

－

予算額 4,592 4,574 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ △ 18 △ 4,574 　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 市と企業・大学・金融機関との共同研究等の連携件数
41件
(H31)

46件
(R4)

増加 増加

3

4

5

　　　　　－

1 大学連携事業 経営企画課

大学で運用されている研究スキームを活用し、市民サービスの向上や地
域課題の解決を図る取組について検討し、実施する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

－

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

施策がめざす
三原市の姿

大学や企業等と連携し、その専門性を活用した、効果的なまちづくりが行われてい
る。

0 千円

基本方針①
県立広島大学をはじめとし、ＩＰＵ環太平洋大学などとの連携強化により、市民サービスの向上や地域の課題解決、経済
の活性化を図るとともに、学生との連携による地域の活性化を推進します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 1-3-2　産学官金連携の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1)
大学を活かしたまちづくり・地域づくりが行われていると
感じる市民の割合

11.8%
(H30)

6.8%
(R5)

上昇 上昇

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
企業による新技術や新製品の開発、イノベーション創出など、地場産業の活性化や新たな価値の創造を促進するため、市
と企業、大学が協力し連携を図る機会の創出に努めます。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

－11－



3

4

5

　　　　　－

1
企業・大学との包括連携
事業

経営企画課

これまでの企業や大学との連携協力関係を基盤に、市民サービス向上や
地域活性化に資する取組を共同で実施するとともに、新たな連携協力関
係の構築に向けた取組を実施する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

－

予算額 2,700 2,700 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 0 △ 2,700 　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
包括的連携・協力協定を締結した企業・大学等との連携事
業数

25事業
(H31)

21事業
(R4)

増加 増加

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
これまでに培われてきた大学や企業等との連携基盤を土台としつつ、新たな取組や金融機関などの様々な関係機関との連
携について検討し、連携効果が幅広い分野に波及するよう努めます。

(2)

－12－



3

4

5

635

1 体力向上支援事業 学校教育課

陸上記録会を各校で開催し、小学生の体力の向上を図る。また、部活動
の円滑な実施に努め、中学生の運動能力の向上を図る。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

教育総務費

予算額 15,399 14,167 12,745 12,745 13,380

対前年度 　　　　　－ △ 1,232 △ 1,422 0

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
児童・生徒の体力・運動能力の状況(市内平均が全国を上回
る種目の割合)

小学校71.9%
中学校72.9%

(H31)

小学校81.3%
中学校75.0%

(R5)

小学校80％
中学校80％

小学校80%
中学校80%

3 学びの場づくり事業 学校教育課

児童・生徒の教育機会の確保のため、リージョンプラザ内の教育支援セ
ンター及び本郷分室に加え、新たに北部分室を開設し、学校内のふれあ
い教室、SSRとともに、多様な学びの場の充実を図る。

4 幼保小連携・接続事業 学校教育課

小学校就学に向けた学びや生活の基盤を育むため、架け橋期に関わる保
育・教育機関の職員研修、保護者啓発等を実施する。

5
コミュニティ・スクール
推進事業

学校教育課

地域と学校が一体となって児童・生徒の学びを支える仕組みとして、学
校運営協議会と地域学校協働本部を一体的に推進するコミュニティ・ス
クール制度を順次導入する。

一般会計

教育費

教育総務費

一般会計

教育費

教育総務費

一般会計

教育費

教育総務費

117,289

1 学習支援事業 学校教育課

特別支援介助員、学校ふれあい相談員やALT等人的支援を行い、指導や学
びの体制を充実させ、学習支援を行う。相互接続可能なWin11対応型図書
館システムを導入し、児童生徒が本に親しむ環境を整備する。

2 指導力向上事業 学校教育課

教育研究、学習分析により、教員の指導力向上や授業改善を図る。ま
た、指導者用デジタル教科書の活用により、授業改善を図る。

一般会計

教育費

教育総務費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

教育総務費

予算額 200,116 213,292 258,845 264,683 381,972

対前年度 　　　　　－ 13,176 45,553 5,838

施策がめざす
三原市の姿 知・徳・体をバランスよく身につけた子どもが育っている。 1,269,079 千円

基本方針① 授業改善・指導体制の充実・指導力の向上・学びの支援体制の充実により、児童・生徒の学ぶ力を育みます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 2-1-1　学校教育の充実 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) 学力定着の状況(市内平均/全国平均)
小学校106.4%
中学校100.8%

(H30)

小学校102%
中学校98%

(R5)

小学校110％
中学校110％

小学校110%
中学校110%

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 人間活動の源である体力の向上を図ります。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3

4

5

86,957

1
調理場等施設維持管理事
業

学校給食課

児童・生徒の心身の健全な発達のため、栄養バランスの取れた学校給食
を提供するとともに、残菜率（初期値6.3%）の減少を図る。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

教育総務費

予算額 641,710 634,641 646,455 665,830 752,787

対前年度 　　　　　－ △ 7,069 11,814 19,375

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 学校給食における一人当たり残菜率
6.3%
(H31)

4.9%
(R5.12月)

減少 減少

3

4

5

△ 3

1 郷土愛育成事業 学校教育課

地域への郷土愛を育成するため、地域や子供の実態に応じた特色ある教
育活動を推進する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

教育総務費

予算額 6,437 5,378 5,044 232 229

対前年度 　　　　　－ △ 1,059 △ 334 △ 4,812

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
地域や社会をよくするために何をすべきか考えている児童
生徒の割合

小学校63.1%
中学校53.2%

(H31)

小学校79.6%
中学校71.7%

(R5)

小学校70％
中学校60％

小学校70%
中学校60%

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④ 児童・生徒の心身の健全な発達のため、安心・安全な学校給食を提供します。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③ 社会との触れ合いの中で、郷土三原を愛する心を育みます。

(2)
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 学校教育施設の長寿命化計画を策定し、計画的に改良を進めます。

(2)

(1)
学習者用端末の整備率（年度末の端末数/5月1日現在の児童
生徒数）

19.2%
(H31)

116.6％
（R5）

100% 100%

(2)

施策がめざす
三原市の姿 園児・児童・生徒が安全・快適な環境で教育を受けている。 2,205,433 千円

基本方針① 学習指導要領に対応した学校教材・情報教育環境の充実を図ります。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 2-1-2　教育環境の整備・充実 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 67,549 91,473 74,137 64,076 112,743

対前年度 　　　　　－ 23,924 △ 17,336 △ 10,061 48,667

1
教材備品整備事業（小・
中）

教育振興課

1人1台端末等のICT機器及び各種ソフトウェアが活用できる基盤を提供す
ることにより、児童・生徒の学びの環境を確保するとともに、小学校の
教職員が利用する校務用の端末を更新する。

2
理科教育設備整備事業
（小・中）

学校教育課

小・中学校に理科教育備品を整備することにより、学習指導要領で求め
られる教育内容の円滑な実施を推進し、理科教育を充実させ、学力の向
上を図る。

一般会計

教育費

小・中学校費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

小・中学校費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
幼稚園、小・中学校に通う子どもたちが安全で快適な教育
環境のもと、適切な教育を受けていると感じる市民の割合

24.1%
(H30)

17.1%
（R5)

上昇 上昇

予算額 678,605 826,770 1,054,412 886,351 1,224,090

対前年度 　　　　　－ 148,165 227,642 △ 168,061 337,739

1
学校施設整備事業（小・
中）

教育振興課

国庫補助対象事業（長寿命化設計委託（本郷小）、長寿命化改修工事
（三原小、西小、第三中））、単独事業（三原小長寿命化改修に伴う空
調機撤去・再取付業務、西小長寿命化改修に伴う空調幹線移設業務外）

2
学校施設維持管理事業
（小）

教育振興課

単独事業（三原小学校屋内運動場裏倉庫解体工事）一般会計

教育費

小学校費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

小・中学校費

3

4

5
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3

4

5

△ 418

1 若者居場所づくり事業 生涯学習課

市内在住のひきこもりやニートの状態にある若者（15歳～39歳）を社会
参加に結びつけるために、継続して通える居場所を開設する。
月2回開催し、個別相談やグループワークを行う。

2
青少年育成三原市民会議
補助事業

生涯学習課

青少年健全育成関係者及び団体で構成される青少年育成三原市民会議へ
運営費助成を行い、青少年の健全育成活動を推進する。

予算額 924 918 917 1,346 928

対前年度 　　　　　－ △ 6 △ 1 429

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 若者居場所づくり事業の利用者数
3人

(H30)
7人
(R5)

10人 10人

3
少年少女海外研修・交流
事業

生涯学習課

中学2年生がシンガポール ベティ中学校との相互訪問による異文化交流
を実施する。

4 親善都市交流推進事業 生涯学習課

三原市児童が神奈川県湯河原町を訪れ、やっさ祭りへの参加等により湯
河原町児童と親善交流を実施する。

5
宇根山家族旅行村維持管
理事業

生涯学習課

指定管理者による施設運営により、利用者の利便性を向上させるととも
に、天体学習の機会やキャンプ等の自然体験の場を提供する。経年劣化
した合併浄化槽を、省エネ型に更新する。

32,136

1
コミュニティ・スクール
推進事業

生涯学習課

先行導入校(三原小、南小、幸崎小、本郷小、宮浦中)に、学校運営協議
会と地域学校協働本部を一体的に推進するコミュニティ・スクール制度
を導入する。また、先行導入校を除く小学校16校にも、順次導入する。

2
わくわく体験テーマパー
ク事業

生涯学習課

企業や団体との協働により、児童が様々な学びを体験できるイベント
「学びのテーマパークinみはら」を開催する。

予算額 38,869 35,749 38,522 36,662 68,798

対前年度 　　　　　－ △ 3,120 2,773 △ 1,860

施策がめざす
三原市の姿 青少年が三原への愛着を持ち、健全に育つ環境が整っている。 69,726 千円

基本方針① 青少年の健全育成を支援する学習・体験機会を提供します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
地域の中で青少年が健全に育成される環境が整っていると
感じる市民の割合

68.5%
(H30)

70.5%
(R5)

71% 70%

(2)

一般会計

教育費

社会教育費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

社会教育費

一般会計

教育費

社会教育費

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
社会生活を円滑に営む上での困難を有する子どもや若者への継続した支援の一環として、居場所づくり等に取り組みま
す。

(2)

一般会計

教育費

社会教育費

一般会計

教育費

社会教育費

一般会計

教育費

社会教育費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

社会教育費

施策名 2-1-3　青少年の健全育成 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3

4

5

786

1 図書館サービス充実事業 生涯学習課

指定管理者による図書館運営により、利用者の利便性を向上させるとと
もに、レファレンスや電子書籍サービスなど充実したサービスを提供す
る。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

社会教育費

予算額 182,007 156,659 153,733 153,713 154,499

対前年度 　　　　　－ △ 25,348 △ 2,926 △ 20

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 新中央図書館開館初年度以降の年間利用者数の増加割合
－

(R2)
4.2%

(R5.12月)
10% 10%

3
地域学習センター管理運
営事業

生涯学習課

生涯学習相談の実施や主催講座の開催を通じて、生涯学習の機会と場を
提供する。

4 市民大学校運営事業 生涯学習課

多様な教科を設け、55歳以上の市民に、生涯学習の機会と場を提供す
る。

5
日本語学習ボランティア
養成講座事業

生涯学習課

外国人住民に対する日本語学習支援の基礎を学ぶ日本語ボランティア養
成講座を開催する。

一般会計

教育費

社会教育費

一般会計

教育費

社会教育費

一般会計

教育費

社会教育費

△ 22,790

1 中央公民館管理運営事業 生涯学習課

生涯学習相談の実施や主催講座の開催を通じて、生涯学習の機会と場を
提供する。また、中央公民館の長寿命化改修設計業務を委託する。

2
コミュニティセンター・
公民館管理運営事業

生涯学習課

生涯学習相談の実施や主催講座の開催を通じて、生涯学習の機会と場を
提供する。また、北方コミュニティセンターの空調機器更新工事を実施
する。

一般会計

教育費

社会教育費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

社会教育費

予算額 257,238 488,272 267,194 367,187 344,397

対前年度 　　　　　－ 231,034 △ 221,078 99,993

施策がめざす
三原市の姿 市民が生涯を通じた学習活動に取り組み、その成果が活かされている。 498,896 千円

基本方針①
施設の修繕を計画的に行うとともに、「いつでも、どこでも、だれでも」自発的に学べ、その成果を活かせる生涯学習環
境づくりを進めます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 2-2-1　生涯学習の振興 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1)
市民が生涯学習に取り組む機会と場があると感じる市民の
割合

75.0%
(H30)

80.7%
(R5)

81% 77%

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 生涯学習の場である図書館を、民間事業者のノウハウ・駅前立地型の特徴を活かし運営します。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
芸術文化センター維持管
理事業

一般会計

文化課

文化芸術の発信拠点として、文化事業の充実及び安全な施設運営を行
う。教育費

社会教育費

3

△ 621,035

主な事業

対前年度 　　　　　－ 69,097 338,999

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 770,349 149,314152,873 221,970 560,969

209,380

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)
みはら文化芸術財団に登録し文化芸術活動に取り組んでい
る人数

－
(H31)

1,148人
(R5.12月末)

2,000人 2,000人

(1) 三原市芸術文化センター「ポポロ」の年間利用者数
78,435人
(H30)

12,648人
（R5.12月末）

100,000人 100,000人

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
三原市芸術文化センター「ポポロ」を（一財）みはら文化芸術財団と協働で、文化芸術の拠点としてだけでなく、新たな
まちづくりの活動拠点として運営します。

達成度を測る指標

一般会計

文化課

地元の芸術家や市民グループ、個人の芸術作品の発表の場としての活用
を図るため、施設の管理運営を行う。教育費

社会教育費

2 企画展覧会開催事業

一般会計

文化課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 文化振興事業

一般会計

文化課

文化芸術の鑑賞機会及び文化芸術活動の発表と交流の場を提供すること
により、文化芸術の振興を図る。教育費

社会教育費
旧中央図書館の変遷を紹介するとともに、江戸時代に描かれた古地図や
希少な古文書等の鑑賞機会を提供する。教育費

社会教育費

3
市民ギャラリー維持管理
事業

1,132

主な事業

対前年度 　　　　　－ 140 △ 7,116

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 21,039 22,17126,293 26,433 19,317

1,722

(2)

(1)
文化・芸術を楽しみ、活動に取り組む機会と場があると感
じる市民の割合

21.7%
(H30)

15.2%
(R5)

上昇 上昇

施策名 2-2-2　文化・芸術の振興 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 市民が文化芸術に関わり、心豊かに文化芸術活動を楽しんでいる。 171,512 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
多彩な文化芸術の鑑賞機会を提供し、文化芸術活動の発表機会を充実することにより新たな担い手の育成を図るなど文化
芸術の創造を推進します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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施策名 2-2-3　歴史・文化財を活かしたまちづくり R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿

三原の歴史資源や文化財の保護・継承のもと、魅力と誇りが市内外に発信されてい
る。

112,617 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 文化財講演会・見学会の開催や重要文化財の公開等を進め、伝統文化に触れる機会を創出します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 資料館の入場者数
6,372人
(H30)

4,047人
(R4)

7,500人 7,500人

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 20,212 90,98710,983 18,121 17,338

2,874 70,775

主な事業

対前年度 　　　　　－ 7,138 △ 783

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
歴史民俗資料館維持管理
事業

一般会計

文化課

歴史・民俗・考古等の収蔵資料の保存・調査に取り組むとともに、分か
りやすい展示・解説・発信を行う。また、新施設の展示室等の整備を行
う。

教育費

社会教育費

3

2

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針② 地域や大学との連携により、文化財の調査や保存・活用に取り組みます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1)
伝統文化や文化財の保護・継承が行われ、三原市への愛着
が深まっていると感じる市民の割合

5.1%
(H30)

5.8%
(R5)

上昇 上昇

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 22,972 21,53820,149 35,972 29,905

△ 6,933 △ 1,434

主な事業

対前年度 　　　　　－ 15,823 △ 6,067

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 記念物保存活用事業

一般会計

文化課

天然記念物や文化財の調査、保存、活用並びに公開を行い、文化財保護
意識の高揚を図る。教育費

社会教育費
小早川氏城跡（高山城跡・新高山城跡・三原城跡）の保存活用に取り組
む。教育費

社会教育費

3

2
三原城跡歴史公園等維持
管理事業

一般会計

文化課

5
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R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③
市内の歴史資源の魅力を、市内外の人に知ってもらうよう、広報誌や市ホームページ等の様々な情報媒体の活用に取り組
みます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 歴史資源関連ページへのアクセス数
10,000回
(H30)

22,190回
(R4)

20,000回 20,000回

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 86 92191 192 98

△ 12 6

主な事業

対前年度 　　　　　－ 1 △ 94

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 毛利氏関係市町連携事業

一般会計

文化課

毛利氏関係市町と連携し、広域事業に取り組み、市内の歴史資源の魅力
を市内外に発信する。教育費

社会教育費

3

2

5

－20－



3

4

5

164

1 スポーツ活動推進事業
スポーツ振興
課

市民体育大会、スポーツサポートプログラム、地域スポーツ活動、自転
車競技によるスポーツ振興等の実施により、市民のスポーツ参加や応援
の機会を提供する。

2

予算額 19,152 23,759 10,636 16,662 16,826

対前年度 　　　　　－ 4,607 △ 13,123 6,026

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 観戦できるスポーツ大会の開催数(累計)
3回

(H30)
16回

(R5.12月)
22回 22回

3
三原運動公園維持管理事
業

スポーツ振興
課

スポーツ施設の適正な維持管理を行うことにより、スポーツの普及と市
民の健康維持増進を図る。

4
白竜湖スポーツ村公園維
持管理事業

スポーツ振興
課

スポーツ施設の適正な維持管理を行うことにより、スポーツの普及と市
民の健康維持増進を図る。

5
北方グラウンド・ゴルフ
場維持管理事業

スポーツ振興
課

スポーツ施設の適正な維持管理を行うことにより、グラウンド・ゴルフ
の普及と市民の健康維持増進を図る。

421,942

1
リージョンプラザ維持管
理事業

スポーツ振興
課

スポーツ、文化等の中核施設として、地域住民の文化的教養を高め、健
全なる体力の増進を図る。また、長寿命化計画に基づき、早期保全修繕
（工事・設計）を実施する。

2 武道館維持管理事業
スポーツ振興
課

スポーツ施設の適正な維持管理を行うことにより、武道その他スポーツ
の普及と市民の健康維持増進を図る。

予算額 198,832 215,254 209,683 210,208 632,150

対前年度 　　　　　－ 16,422 △ 5,571 525

施策がめざす
三原市の姿 市民の主体的なスポーツ・レクリエーション活動が活発に行われている。 661,838 千円

基本方針① 市民がライフステージに応じて、気軽にスポーツに親しむことができる環境を整備します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
スポーツ・レクリエーションを行う場があると感じる市民
の割合

14.9%
(H30)

15.5%
(R5)

25% 25%

(2)

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

保健体育費

一般会計

教育費

保健体育費

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② スポーツ大会やスポーツイベントなど、市民がスポーツに触れる機会の拡充を図ります。

(2)

一般会計

教育費

保健体育費

一般会計

教育費

保健体育費

一般会計

教育費

保健体育費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

社会教育費

施策名 2-2-4　スポーツの推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

－21－



※計画策定時は50人

3

4

5

△ 605

1
スポーツ振興団体支援事
業

スポーツ振興
課

各種スポーツ関係団体等との連携を強化し、指導者・支援者の人材育成
を図る。市民のスポーツ意識の高揚と競技力向上を図るため、補助金又
は激励金等を交付する。

2

予算額 14,169 14,033 13,205 13,467 12,862

対前年度 　　　　　－ △ 136 △ 828 262

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 新規有資格指導者登録者数(累計)
27人
(H30)

146人
(R5.12月)

210人 210人※

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

教育費

保健体育費

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③ 各種スポーツ関係団体等との連携を強化し、指導者・支援者の人材育成を図ります。

(2)
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5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1

3

　　　　　－

主な事業

対前年度 　　　　　－ 100,000 △ 100,000

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 　　　　　－ 　　　　　－　　　　　－ 100,000 　　　　　－

　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 市内事業所数
4,654社
(H26)

4,642社
(H31)

上昇 5,000社

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針② 平成30(2018)年7月豪雨災害からの企業の復旧・復興を継続支援します。

達成度を測る指標

2 工業団地施設管理事業

一般会計

商工振興課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
工場等立地促進条例奨励
金交付事業

一般会計

商工振興課

奨励金の交付により、企業誘致や既存企業の事業規模拡大を支援する。
令和6年度交付予定 11件商工費

商工費
市内の産業団地等の維持管理を適切に行い、企業活動の円滑化及び存続
を図る。商工費

商工費

3

△ 100,189

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 129,137 76,475

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 323,130 222,941436,072 306,935 383,410

△ 60,280

(2) 企業の設備投資等を支援する奨励金交付件数
18件
(H30)

11件
(R4)

維持 20件

(1) 従業員数
46,798人
(H26)

46,798人
(H26)

上昇 50,000人

施策名 3-1-1　工業の振興 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿

新たな企業立地や地元企業の成長により、競争力の高い産業が集積し安定した税収や
雇用が確保されている。

222,941 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
既存の産業団地を含め、交通等のインフラの優位性を活かした企業誘致活動を広島県と連携し推進するとともに、港湾エ
リアや工業用水の活用が可能な民間遊休地など、誘致の受け皿となる新たな産業用地の確保に取り組みます。また、新た
に市内に立地する企業や既存企業の設備投資等について、市の各種制度により継続した支援を行います。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

－23－



5

2 地域商業活性化支援事業

一般会計

商工振興課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 商工団体育成事業

一般会計

商工振興課

各種商工団体への補助金を交付することにより、事業支援、団体の育成
を推進し、商工業の振興・発展を図る。商工費

商工費
新規出店や既存店舗の改装費等の一部を補助し、新規事業が創出しやす
い環境整備、既存店舗の経営支援を図り、商業の活性化を推進する。商工費

商工費

3

996

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 263 △ 279

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 24,433 25,42925,142 24,879 24,600

△ 167

(2)
商工業・サービス業に活力があり、振興が図られていると
感じる市民の割合

5.8%
(H30)

4.6%
（R5）

上昇 上昇

(1) 起業・創業支援件数(各団体、機関の合計)
92件
(H30)

95件
（R4）

116件 116件

施策名 3-1-2　商業・サービス業の振興 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿

情報発信やシティセールス、インバウンド対応による販路拡大などにより、市内の商
業・サービス業に活気がある。

25,496 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
キャッシュレス化や店舗の個性創出など、個店の集客力及び回遊性の向上を図る取組を支援するとともに、新規出店や事
業承継などの経営の支援を行います。周辺地域においても、日常の買い物や生活に必要なサービスを受けることができる
など、地域での生活を維持するために必要な対策を行います。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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4

一般会計

商工振興課

広島県や関係機関と連携し、視察ツアーの開催等の誘致活動に取り組
み、ＩＴ関連企業等のサテライトオフィス等を誘致する。商工費

商工費

2
スタートアップ創出シ
ティカレッジ事業

一般会計

商工振興課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

1 起業化促進事業

一般会計

商工振興課

創業支援計画に基づき、支援拠点の運営支援等を実施し、起業意識の醸
成及び新規創業者の創出を図る。商工費

商工費
スタートアップ創出シティカレッジを運営し、起業や社内ベンチャーを
志す人材への支援を行うことにより、地域における新たな産業の創出、
雇用の促進を図る。

商工費

商工費

3
サテライトオフィス等誘
致事業

484

主な事業

対前年度 　　　　　－ 6,925 1,257

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 19,714 20,19818,572 25,497 26,754

△ 7,040

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) サテライトオフィス誘致件数（累計）
－

(H30)
2件
(R4)

5件 5件

(1) 起業・創業支援件数(各団体、機関の合計)(再掲)
92件
(H30)

95件
（R4）

116件 116件

5
中小企業等奨学金返済支
援事業

一般会計

商工振興課

県で実施中の「中小企業等奨学金返済支援制度導入応援補助金」の交付
を受けた事業者に対し、県補助金の1/2を補助する。商工費

商工費

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
産・学・官・金の連携により起業・創業や第二創業等の支援を継続するとともに、起業後の経営安定のため、包括的にサ
ポートする体制を構築します。また、地域経済の新たな活力創出に向け、ＩＴ系をはじめとする企業のサテライトオフィ
ス誘致や遊休施設の再活用促進に取り組みます。

達成度を測る指標

一般会計

商工振興課

障害者の自立及び雇用促進を図るため、市内に住所を有する障害者を新
たに雇用した市内事業者に対し、雇用した翌月から12か月間、奨励金を
交付する。

商工費

商工費

2
市内企業情報誌等作成事
業（Ｊデスクみはら）

一般会計

商工振興課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4
高年齢者就業機会確保事
業

一般会計

商工振興課

本年度の事業概要

1
都市圏からの人材呼び戻
し対策(Jデスクみはら)

一般会計

商工振興課

就職支援会社による採用に関する相談及び助言並びに都市圏での合同就
職ガイダンスの参加支援により、市内企業と都市圏の人材とのマッチン
グを図る。

商工費

商工費

高年齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るため、公益社団法人三原
市シルバー人材センターに対する運営・事業支援を行う。商工費

商工費

企業紹介を中心とした情報誌を作成し、市内中学校、高等学校等に通う
生徒並びに周辺市町の高等学校及び大学に提供することにより、市内企
業への就職を促進し、労働者の確保をめざす。

商工費

商工費

3
障害者雇用奨励金交付事
業

△ 69

主な事業

対前年度 　　　　　－ 1,169 △ 1,474

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 20,171 20,10220,442 21,611 20,137

34

(3) 外国人就労者(技能実習者)数
926人
(H30)

559人
(R4)

上昇 2,500人

(2) 女性(25～39歳)の就業率(再掲)
69.5%
(H27)

73.8%
(R2)

75% 75%

(1) 転出者に占める就職を理由とした20代・30代の転出割合
13.2%
(H30)

7.9%
(R4)

減少 8%

施策名 3-1-3　起業・経営・就労の支援 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 新しい産業創出への取組が活発化し、新たな雇用が生まれている。 1,414,491 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
女性、高齢者、障害者、外国人などが就業しやすい環境を整備するとともに、ＵＩＪターンの促進などにより、若い世代
が市内で働くことができる機会を創出するなど就労者の確保と市内居住の促進に向け、横断的に取り組みます。また、Ｉ
Ｔ人材の育成強化や大学、外国人学校など教育機関と連携した先端的な人材育成に向けた基盤づくりに取り組みます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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5

2
びんご産業支援コーディ
ネーター派遣事業

一般会計

商工振興課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 中小企業金融支援事業

一般会計

商工振興課

預託融資制度による低利融資、利子補給、保証料負担等、中小企業の金
融円滑化を図ることにより、経営の健全化を推進する。商工費

商工費
中小企業が行う新商品・新技術開発等の創造活動に対して、びんご産業
支援コーディネーターを派遣し、技術、販売、経営等総合的に助言・指
導を行う。

商工費

商工費

3

△ 402

主な事業

対前年度 　　　　　－ 251 △ 122

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 1,120,690 1,120,2881,119,559 1,119,810 1,119,688

1,002

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 市内事業所数(再掲)
4,654社
(H26)

4,642社
(H31）

上昇 5,000社

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③
中小企業の技術開発や新分野の開拓、また、生産性向上のための先端設備導入等、国や県の事業活用など経営基盤強化へ
の支援を行うとともに、商工団体や金融機関との連携により、事業承継などの事業継続に向けた融資制度や利子補給金制
度を継続します。

達成度を測る指標
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3

4

5

△ 100

1 スマート農業支援事業 農林水産課

自己経営にスマート農業を取り入れ、省力化・効率化により経営改善を
図る農業者に対し、実践モデルとして経費等の支援する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 960 3,100 3,000

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 960 2,140

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 農業分野における新技術導入の取組件数（累計）
－

(H31)
4件
(R5)

10件 10件

3 新規就農者育成研修事業 農林水産課

市の重点品目の栽培を中心とし、研修体制が整っている機関を通した農
業研修を実施し、新規就農者を育成する。

4

5

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

6,602

1 農地中間管理事業 農林水産課

担い手に農地の集積を図るため、農地を集積した地域等に協力金を交付
する。

2
振興作物生産拡大支援事
業

農林水産課

振興作物の生産面積を拡大した農業者に対し、生産に必要な栽培資材費
を支援する。

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

予算額 44,260 36,360 36,108 30,241 36,843

対前年度 　　　　　－ △ 7,900 △ 252 △ 5,867

施策がめざす
三原市の姿 農林水産業を支える担い手が育っている。 182,141 千円

基本方針①
参入企業や認定農業者等への農地の集積を推進するとともに、振興作物に集中した生産振興を図ります。振興作物である
トマト、ホウレンソウ、ぶどう、レモンなどの産地化への取組や生産技術指導等の支援を行い、また、全農ひろしま及び
広果連の研修制度やＪＡのリース事業を通じて、担い手の育成・確保を図ります。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 3-2-1　農林水産業の担い手育成と生産振興 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1)
担い手(個人認定農業者・集落法人・参入企業)の農地集積
率

26.7%
(H30)

29.5%
(R4)

37.0% 37.0%

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 農業におけるＡＩ技術の導入検討など、水稲を中心にスマート農業を推進します。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3

4

5

△ 896

1 ６次産業化推進支援事業 農林水産課

市内農畜産物及び加工品の商品開発及び販路拡大・販売促進に係る支援
を行う。

2
経営所得安定対策推進事
業

農林水産課

引続き新規需要米の生産拡大に向けた周知及び支援を行う。三原市農業
再生協議会に経営所得安定対策推進事業費補助として交付し、農業経営
者の所得安定を図る。

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

予算額 17,046 12,826 11,912 12,152 11,256

対前年度 　　　　　－ △ 4,220 △ 914 240

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 新規需要米(米粉用米)の栽培面積
70.6ha
(H31)

77.0ha
(R5)

120ha 120.0ha

3

4

5

0

1 ６次産業化推進支援事業 農林水産課

うまいぞ!!みはら給食による市立小・中学校給食における地産地消の推
進を行う。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

予算額 1,640 3,565 3,565 1,925 1,925

対前年度 　　　　　－ 1,925 0 △ 1,640

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
学校給食における地場産農産物(野菜・米・果物)の使用割
合

45.6%
(H31)

41.2%
(R4)

60% 60%

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④ 新規需要米や加工用米の栽培面積の増加を図り、戦略作物として米粉の普及及び輸出も見据えた取組を行います。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
学校給食における地場産農産物の使用割合を高めるとともに、地産地消を推進し、直売施設に安定的に農産物を配給する
体制を維持します。

(2)
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3 農業振興施設管理事業 農林水産課

三原米粉の里低温貯蔵庫や高坂自然休養村の各種施設を適正に管理し、
利用の促進を図る。

4

5

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

135

1 畜産振興事業 農林水産課

肉用牛の産地の形成、乳牛の乳質改善、伝染病予防に対する支援等を行
うことにより経営の安定を図る。

2
環境保全型農業直接支払
交付金

農林整備課

環境保全に効果の高い営農活動に対して支援を行う。一般会計

農林水産業費

農林水産業費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

予算額 20,560 20,655 22,347 23,686 23,821

対前年度 　　　　　－ 95 1,692 1,339

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
農林水産業に活力があり、振興が図られていると感じる市
民の割合

5.5%
(H30)

5.1%
(R5)

上昇 上昇

3 県営事業負担金事務 農林水産課

漁獲量の拡大と漁業所得向上を図るため県が実施する漁場基盤整備事業
及び瀬戸内資源増大対策の重点魚種放流事業の費用の一部を負担する。

4

5

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

49,425

1 漁港維持管理事業 農林整備課

放置艇の解消に向け、県と連携して取組を進める。また、能地漁港西公
園・東公園の整備工事及び浮桟橋の機能保全工事を実施する。

2
フィッシャリーナ施設整
備事業

農林整備課

利用者のための駐車場や手洗い場を整備する。
また、令和7年度からの新しい料金体制に向けて、準備を進めていく。

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

予算額 27,266 108,159 49,258 55,871 105,296

対前年度 　　　　　－ 80,893 △ 58,901 6,613

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 海面水産物水揚量
102トン
(H30)

39.4トン
（R5)

124トン 124トン

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針⑥ 消費者・生産者のニーズや、社会情勢に応じた柔軟な施策を展開し、活力あふれる農業振興を推進します。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針⑤
漁業者及び水産業関係団体等と協同し、水産資源増大対策や漁業の新たな担い手確保につながる水産業の総合的な施策を
進めます。

(2)
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 有害鳥獣による農作物の被害防止のため、関係機関と連携し、防除及び捕獲に努めます。

(2)

(1) 多面的機能支払事業の取組面積
2,100ha
(H31)

2,277ha
（R5）

3,000ha 3,000ha

(2)

施策がめざす
三原市の姿 森林や農地等が適切に保全・管理されている。 816,667 千円

基本方針①
農業・農村の多面的機能を発揮するため、地域資源の良好な保全を推進します。また、近隣協定組織の統合や優良農地で
の担い手育成との連携を強化します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 3-2-2　農林水産基盤の保全と長寿命化 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 140,152 145,355 115,461 134,138 128,442

対前年度 　　　　　－ 5,203 △ 29,894 18,677 △ 5,696

1 多面的機能支払事業 農林整備課

農業者や地域住民等で構成する組織が、農地や農業用施設の保全・景観
などを守る地域共同活動、施設の長寿命化を図る活動を行う際に交付金
を交付する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 野生鳥獣による農作物被害額
10,752千円

(H29)
10,458千円

（R4）
5,376千円 5,376千円

予算額 40,848 46,894 47,526 48,903 52,626

対前年度 　　　　　－ 6,046 632 1,377 3,723

1 有害鳥獣駆除対策事業 農林水産課

集落ぐるみで鳥獣の出にくい環境づくりを行い、効果的な侵入防止柵を
設置することにより、捕獲効率を上げ、農業所得・営農意欲向上をめざ
した取組を推進する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

3

4

5
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③ 排水機場等の計画的な補修等により、長寿命化とライフサイクルコスト低減を図ります。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④ 中山間地域等において、農業生産活動を通じた耕作放棄地の発生防止と多面的機能の確保をめざします。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 排水機能の不具合による排水機場の停止件数
0件

(H30)
0件 0件 現状値を維持

予算額 202,968 283,125 202,310 317,848 343,302

対前年度 　　　　　－ 80,157 △ 80,815 115,538 25,454

1
土地改良施設維持管理適
正化事業

農林整備課

全国土地改良事業団体連合会の事業を活用し、納所排水機場の直流電源
装置取替工事を実施する。

2 農業用施設管理費 農林整備課

排水機場設備・樋門など、農業用施設の補修工事を実施する。一般会計

農林水産業費

農林水産業費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

3 農業用施設維持改良事業 農林整備課

農業用施設の局部改良工事を実施することで、施設の長寿命化を図る。

4

5

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 中山間地域等直接支払事業の取組面積
1,698ha
(H31)

1,706ha
（R5)

1,900ha 1,900ha

予算額 216,015 206,877 211,899 215,952 218,004

対前年度 　　　　　－ △ 9,138 5,022 4,053 2,052

1
中山間地域等直接支払事
業

農林水産課

傾斜地等の農業生産条件が不利な地域において、農業生産活動を継続す
るための取組を支援する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

3

4

5
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針⑤ 森林の持つ国土の保全や水資源のかん養、二酸化炭素の吸収等、公益的機能を確保するため、森林の保全に努めます。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 人工林の健全化と里山林の整備面積
33ha
(H29)

79ha
(R4)

103ha
103ha
(R3)

予算額 50,440 48,736 53,286 67,490 74,293

対前年度 　　　　　－ △ 1,704 4,550 14,204 6,803

1 三原の森づくり事業 農林水産課

森林の持つ公益的機能を引き出すための森林整備や各種団体が行う保全
活動等を支援する。

2 森林環境譲与税取組事業 農林水産課

森林経営管理法の施行に伴い、森林環境譲与税を財源として、森林整備
を行うための間伐や人材育成、担い手の確保や普及啓発等を行う。

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

農林水産業費

農林水産業費

3 造林事業 農林水産課

森林の機能回復や育成林整備を行うため、森林経営計画策定者に補助金
を交付する。

4

5

一般会計

農林水産業費

農林水産業費
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

ガイド案内などの人材育成ができた人数
63人
(H31)

65人
(R5)

80人 80人

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
インバウンドを含めた観光客に対し、祭り、自然、歴史・文化、スポーツ、地域の食材等を活用した食文化など体験型観
光の開発や、「瀬戸内海」「錦鯉」「アートの島」など本市の強みを視点に、地域が稼げる観光施策を実施します。

(2) 体験観光メニュー数
5事業
(H31)

32事業
(R5)

34事業 30事業

(1)
観光地としての魅力・認知度の向上や「おもてなし」など
が充実していると感じる市民の割合

6.0%
(H30)

4.4%
(R5)

上昇 上昇

(2)

施策がめざす
三原市の姿

市内の観光地が広く認知され、三原市を訪れる観光客が増えるとともに、観光消費額
が増加することで、観光が三原市を支える産業の柱のひとつとなっている。

84,746 千円

基本方針①
地域連携ＤＭＯ(ＤＭＣ)の設置や観光協会との連携及び組織の見直しを図るとともに、ガイド案内など「観光推進体制の
強化及び人材育成」を支援します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 3-3-1　地域資源を活かした観光6次産業化の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 167,080 212,271 195,275 162,003 66,185

対前年度 　　　　　－ 45,191 △ 16,996 △ 33,272 △ 95,818

1
観光資源整備・ひとづく
り事業

観光課

案内業務を主体とした情報発信及び観光ボランティアの養成・支援を推
進し、受入体制の充実を図る。また、他団体との連携による観光イベン
トの実施、定期的な観光客誘致に努める。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

商工費

商工費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 一人当たりの観光消費額
2,244円
(H30)

1,625円
(R4)

3,500円 3,500円

予算額 28,806 20,940 17,923 17,141 16,943

対前年度 　　　　　－ △ 7,866 △ 3,017 △ 782 △ 198

1
三原市祭り関係振興協議
会支援事業

観光課

本市を代表する四大祭り（さつき祭り、やっさ祭り、浮城まつり、神明
市）の発展及び観光誘客の促進を図るため、各運営主体へ補助金を交付
する。

2
まちあるきの満足度向上
事業

観光課

JR三原駅周辺のまちあるきに必要な情報等を、デジタルサイネージから
提供することでインバウンドを含めた観光客の周遊性を増し、満足度を
高める。

一般会計

商工費

商工費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

商工費

商工費

3

4

5
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
観光交流人口をさらに拡大するとともに、周辺自治体との広域連携を図り、滞在時間の延長、周遊、さらに宿泊につなが
る「観光コンテンツの発掘」を図ることで、観光を産業の柱のひとつとします。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④
国内外から広く観光客を呼び込むため、効果的な情報発信やプロモーション活動等「戦略的情報発信」に取り組むととも
に、増加する訪日外国人観光客に対応する案内表示や、宿泊施設の改修など「外国人観光客の受入環境整備」を行いま
す。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 宿泊客数
146,309人

(H30)
188,489人

(R4)
210,000人 189,000人

予算額 70,152 3,781 704 1,316 1,118

対前年度 　　　　　－ △ 66,371 △ 3,077 612 △ 198

1 三矢の訓観光連携事業 観光課

「三矢の訓協議会」（安芸高田市、北広島町、三原市で構成）において
広域観光振興や関係人口の増加、地域の活性化に資する事業を実施す
る。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

商工費

商工費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 外国人観光客数
40,000人
(H30)

5,373人
(R4)

52,000人 52,000人

予算額 64,064 30,712 18,812 35,559 500

対前年度 　　　　　－ △ 33,352 △ 11,900 16,747 △ 35,059

1
広島県国際観光テーマ地
区推進協議会負担金事業

観光課

海外への情報発信や外国人受入環境体制の整備を促進し、国際観光の振
興を図る。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

商工費

商工費

3

4

5
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3

4

5

34

1
国際化推進事業（国際交
流）

経営企画課

パーマストンノース市との姉妹都市提携の基盤を活用し、教育やスポー
ツ、経済、危機管理など様々な分野における交流・連携事業を実施する
ことを通じて、市民の国際感覚の養成と国際理解の深化を図る。

2

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 20 54

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 20

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 市の国際化を推進するための交流・連携数
7分野
(H31)

4分野
(R4)

8分野 10分野

3

4

5

△ 630

1 国際交流員活用事業 経営企画課

本市の国際交流や多文化共生を推進するため、国際交流員を配置し、翻
訳・通訳のほか、国際理解のための交流活動（交流イベント、異文化理
解講座など）や外国人住民への生活支援などを行う。

2

予算額 7,149 6,810 6,676 5,113 4,483

対前年度 　　　　　－ △ 339 △ 134 △ 1,563

施策がめざす
三原市の姿 外国人との身近な交流をはじめ、海外との交流が深まっている。 10,850 千円

基本方針①
海外都市との交流や連携とともに、市民への新たな交流機会の創出を通じて、市民の国際感覚や多文化理解の意識向上な
どに取り組みます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
地域に暮らす外国人や、海外との交流など、国際交流がで
きる機会が充実していると感じる市民の割合

4.1%
(H30)

2.7%
(R5)

上昇 上昇

(2)

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
姉妹都市のＮＺパーマストン・ノース市や同市に系列校を有するＩＰＵ環太平洋大学との連携により、「教育」、「ス
ポーツ」、「経済」、「危機管理」などの分野の交流を通じ、両市の発展をめざします。

(2)

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

施策名 3-3-2　国際化の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3

4

5

△ 166

1
国際化推進事業（多文化
共生）

経営企画課

外国人住民が安全・安心に生活できるために、多言語での情報発信や生
活支援などに取り組む。とりわけ、生活支援においては、機械・映像通
訳サービスの活用により、多言語での相談窓口運営を行う。

2 避難民支援事業 経営企画課

身元保証人のいないウクライナ避難民を受け入れ、支援金を支給するこ
とにより、日本における生活を支援する。

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 6,479 6,313

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 6,479

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 外国人住民が増加することを好意的に感じる市民の割合
－

(H31)
33.5%
(R3)

40% 40%

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
外国人住民が地域社会で安全・安心に生活できる地域を創出するため、市民や住民組織などに働きかけるとともに、日本
語学習や多言語での情報提供の充実を図るなど、誰もが暮らしやすい共生のまちづくりを推進します。

(2) 日本語学習支援ボランティアの登録数
35人
(H30)

46人
(R5.11月)

60人を維持 60人を維持

－36－



予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 市道について、整備費のコスト縮減を図りながら、継続路線を優先的に整備し、早期の事業効果の発現を図ります。

(2)

(1) 地域高規格道路の整備率
－

(H31)
100%

（R2）
100%

100%
(R2)

(2)

施策がめざす
三原市の姿 道路網が整備され、快適・安全に移動できる。 574,544 千円

基本方針①
地域高規格道路の一部を構成する、一般国道2号木原道路の早期の完成に向け、国や関係機関と連携を図り、整備を促進し
ます。また、その他の地域高規格道路の早期事業化や県道の整備促進に向け関係機関等へ提案活動などの取組を行いま
す。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 3-4-1　快適で安全な道路網の形成 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 8,024 28,357 17,317 14,586 13,808

対前年度 　　　　　－ 20,333 △ 11,040 △ 2,731 △ 778

1
国・県道改良事業（県施
行事業負担金）

土木建設課

主要地方道三原東城線　外2路線

2
国・県道改良事業（県施
行事業負担金）（街路）

土木建設課

都市計画道路宮浦西野線一般会計

土木費

都市計画費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

道路橋梁費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 市道の改良率
56.5%
(H31)

56.8%
(R5)

57.8% 57.8%

予算額 57,442 304,000 209,200 347,900 365,536

対前年度 　　　　　－ 246,558 △ 94,800 138,700 17,636

1
市道改良事業（社会資本
整備総合交付金）

土木建設課

市道幸崎80号線　道路改良工事　L=45m
市道明神37号線　道路改良工事　L=150m

2 市道改良事業 土木建設課

市道沼田1号線外9路線
　道路改良工事、用地取得、物件移転補償

一般会計

土木費

道路橋梁費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

道路橋梁費

3
都市防災総合推進事業
（下畑・郷原地区）

土木建設課

市道下免開下畑線
　測量設計　一式

4

5

一般会計

土木費

道路橋梁費
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
都市計画道路について、現在事業中の3路線の完成を図り、交通の円滑化と安全で安心して移動できる交通体系を確立する
とともに、新たな路線整備に向けた検討を進めます。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 都市計画道路の改良率
79.5%
(H30)

80.1%
(R5)

82.1% 82.1%

予算額 542,500 292,500 283,500 255,200 195,200

対前年度 　　　　　－ △ 250,000 △ 9,000 △ 28,300 △ 60,000

1
街路事業 本町古浜線（４
工区）

都市開発課

道路改良工事 L=30m
物件移転補償 1件

2
街路事業 古城通糸崎線
（２工区）

都市開発課

道路改良工事 L=50m
用地取得 A=57㎡

一般会計

土木費

都市計画費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

都市計画費

3

4

5
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

広島臨空広域都市圏活性化ビジョンで定めた事業の実施件
数

－
(H30)

9事業
(R4)

8事業 8事業

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
貝野・内港地区の物流機能強化とにぎわい創出のため、土地利用計画の見直し(港湾計画の変更)を行い、整備・利用促進
につなげます。

(2) みなとオアシス三原(内港)エリア内年間利用者数
21,000人
(H30)

15,979人
(R5)

23,000人 23,000人

(1) 広島空港周辺施設の年間利用者数
892千人
(H30)

972千人
(R4)

1,300千人 1,300千人

(2)

施策がめざす
三原市の姿 空港・港湾施設を基点に、市内外の人・物の流れが広がっている。 396,082 千円

基本方針①
広島臨空広域都市圏振興協議会と連携した広島臨空広域都市圏活性化ビジョンの推進等により空港を核とした臨空エリア
のにぎわい創出に取り組みます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 3-4-2　空港・港湾を活かしたまちづくり R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 10,841 9,955 6,466 7,167 8,544

対前年度 　　　　　－ △ 886 △ 3,489 701 1,377

1 広島空港周辺活性化事業 地域企画課

空港周辺対策公的施設の維持管理及び空港運用時間延長に係る協定に基
づいた地域活性化対策事業により、空港周辺の活性化を図る。

2 広島臨空広域振興事業 地域企画課

広島空港運営事業者や空港周辺に所在する自治体や民間事業者等と連携
し、広島臨空広域都市圏活性化ビジョンに基づいた取組を推進すること
により、空港周辺エリアの活性化を図る。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 港湾施設整備事業(貝野地区)の事業進捗率
87.4%
(H30)

100%
(R5)

100% 100%

予算額 122,807 119,076 98,680 108,641 242,328

対前年度 　　　　　－ △ 3,731 △ 20,396 9,961 133,687

1
港湾施設整備事業（貝野
地区）

港湾課

地盤改良の必要性を検討するために実施するボーリング調査に係る事業
費を負担する。

2
港湾施設整備事業（施設
改良等）

港湾課

広島県が実施する港湾施設の整備に係る事業費を負担する。一般会計

土木費

港湾費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

港湾費

3 内港再生事業 港湾課

市中心部のにぎわいを創出するため、新ターミナルの基本・実施設計や
地質調査の実施、現港湾ビルの建物調査や区分所有者等への補償、及び
解体設計に係る事業費を負担する。

4
港湾特別会計（維持管理
事業）

港湾課

港湾施設の維持管理を実施する。

5

一般会計

土木費

港湾費

港湾事業

特別会計
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③ 松浜地区(第2工区)の早期の埋立完了に向け、関係機関と連携し、事業促進に取り組みます。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 港湾施設整備事業(松浜地区)の事業進捗率
70.2%
(H30)

78.4%
(R5)

87.4% 83.7%

予算額 46,667 59,653 134,667 139,667 132,500

対前年度 　　　　　－ 12,986 75,014 5,000 △ 7,167

1
港湾施設整備事業（松浜
地区）

港湾課

広島県が実施する松浜2工区の護岸工事に係る事業費を負担する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

港湾費

3

4

5
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3 RPA・AI-OCR活用事業
デジタル化戦
略課

業務改革の取組に併せて、定型のパソコン操作を自動化するRPA、手書き
の申請書等を読み取りデジタルデータに変換するAI-OCRを活用する。

4 データ利活用推進事業
デジタル化戦
略課

データを活用して業務を効率化し、行政サービスの付加価値を高めるた
め、基盤となるシステム（地理情報システム、オープンデータポータル
サイト）を運用し、活用する。

5 公衆無線LAN整備事業
デジタル化戦
略課

公共施設に整備した公衆無線LANを運用するとともに、7施設（サン・
シープラザ等）に追加整備する。

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

△ 1,005

1
デジタル業務改革推進事
業

デジタル化戦
略課

若手職員を中心とする業務改善活動「カイゼン塾」、窓口業務改革のた
めの窓口体験調査等の検討を実施するとともに、改善に必要なデジタル
ツールの利用及び技術支援の業務委託を実施する。

2 デジタル化推進事業
デジタル化戦
略課

市の課題解決のためにデジタル技術・サービスを活用するため、事業者
から解決策の提案を募集し、実証実験を実施する。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

予算額 14,357 32,505 57,090 65,839 64,834

対前年度 　　　　　－ 18,148 24,585 8,749

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
デジタル技術の利活用により、生活や行政サービスの利便
性が向上していると感じる市民の割合

9.6%
(H30)

14.2%
(R5)

上昇 上昇

3
ケーブルネットワーク施
設維持管理事業

デジタル化戦
略課

本郷、久井地域のケーブルネットワーク施設利用者に対し、指定管理制
度を利用し、ケーブルテレビ、インターネット等のサービスを提供す
る。

4 放送系機器更新事業
デジタル化戦
略課

ケーブルテレビ放送の安定した提供を継続するため、老朽化した放送設
備を更新する。

5 電算管理事業
デジタル化戦
略課

市民サービスの基盤になる各種電算システムと、それらの連携を担う庁
内情報ネットワークの安定稼働とセキュリティ対策を含めた保守運用を
実施し、市民サービス向上を図る。

一般会計

総務費

総務管理費

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ

事業特別会計

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ

事業特別会計

△ 71,414

1
情報基盤施設維持管理事
業

デジタル化戦
略課

三原、大和地域でIRU契約事業者が提供するケーブルテレビ、インター
ネットサービスの利用者に対し、安定したサービスを供給するための施
設を維持管理する。

2 シェルター機器更新事業
デジタル化戦
略課

光通信サービスの安定した提供と、高速化に向けてシェルター機器の更
新を実施する。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

予算額 665,564 756,399 686,701 622,199 550,785

対前年度 　　　　　－ 90,835 △ 69,698 △ 64,502

施策がめざす
三原市の姿 ＩＣＴの利活用により、市民生活や行政サービスの利便性が向上している。 615,619 千円

基本方針①
国が策定した「官民データ活用推進基本計画」を基本とし、本市の各施策と整合性を持った「(仮称)三原市官民データ活
用推進計画」の策定、推進に取り組みます。また、官民データの利活用により、市民や事業者等がデジタル化の具体的な
メリットを実感できるようなサービスの提供を行います。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 3-4-3　ICT(情報通信技術)を活かしたまちづくり R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) (仮称)三原市官民データ活用推進計画の策定
－

(H31)
完成
(R3)

完成
(R3)

完成
(R3)

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
ＡＩ、ＲＰＡ、ＩｏＴ等のＩＣＴの導入により業務改善と効率化を進めるとともに、ＩＣＴを活用した利便性の高い市民
サービスの提供に努めます。

(2) 業務におけるRPA・AI・OCRの対応事業数
0事業
(H30)

61事業
(R5.12月)

増加 増加

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

(仮称)三原市官民データ活用推進計画に掲載した事業の取
組数

0事業
(H31)

5事業
(R5)

5事業 5事業

－41－



5

2
中心市街地おもてなし事
業費補助

一般会計

商工振興課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
中心市街地活性化事業費
補助

一般会計

商工振興課

賑わい創出を目的としたイベント事業等への補助、空き物件を活用した
新規出店者及び既存事業者に対し、改装費等の一部を補助することによ
り、空き物件の解消及び中心市街地の活性化を図る。

商工費

商工費
民間が主体となり、専門家による知識・技術の享受による地元食材を活
用した市独自の新メニュー開発、店舗での提供により誘客促進に繋げ、
中心市街地の賑わい創出及び商業活性化を図る。

商工費

商工費

3

4,905

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 710 △ 5,979

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 7,640 12,54514,410 13,700 7,721

△ 81

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 中心市街地の小売業年間商品販売額
19,850百万円

(H30)
18,550百万円

（R3）
22,767百万円 22,767百万円

(1) 空き店舗数
73件
(R2)

67件
（R4）

63件 63件

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
中心市街地の空き店舗の解消を図るため、三原市起業化促進連携協議会による産学官金の連携、(株)まちづくり三原の機
能強化による、効果的な情報発進や創業希望者とのマッチングやセミナーの開催、金融機関との連携によるファンド創設
など、市の助成制度と併せた総合的な対策を検討し実施します。

達成度を測る指標

2
中心市街地活性化推進事
業（㈱まちづくり三原と
の連携強化）

一般会計

商工振興課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
中心市街地活性化推進事
業（基本計画の策定と事
業の進捗管理）

一般会計

商工振興課

第2期基本計画の実効性を確保するため、各掲載事業の進捗管理及び事業
支援を行うとともに、目標管理の効果測定等を実施する。商工費

商工費
中心市街地活性化協議会に対し、事業推進役となる㈱まちづくり三原の
体制強化及び活性化に資する事業費の一部を負担することにより、中心
市街地活性化を計画的に推進する。

商工費

商工費

3

10

主な事業

対前年度 　　　　　－ 940 △ 4,800

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 10,423 10,43314,692 15,632 10,832

△ 409

(2) 第2期基本計画で掲げた指標達成率（空き店舗数）
73件

（R2）
67件

（R4）
63件 63件

(1) 第2期基本計画で掲げた指標達成率（歩行者等通行量）
平日21,575人
休日17,871人

（R2）

平日19,584人
休日17,252人

（R5）

平日24,286人
休日20,540人

平日24,286人
休日20,540人

施策名 3-4-4　中心市街地の活性化 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 中心市街地(ＪＲ三原駅を中心とした地域)のにぎわいが再生されている。 142,799 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
国の認定を受けた中心市街地活性化基本計画掲載事業の進捗管理及び効果検証と新たな中心市街地活性化基本計画策定や
民間も含めた各種事業のプランニングと計画推進を通じた活性化に取り組みます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

－42－



5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
魅力あるまちなみづくり
事業

一般会計

都市開発課

本町通り及び宗光寺小路の道路改良工事、工損調査業務及び電線類地中
化工事委託を行う。建築物等の外観の修景整備への補助を行う。土木費

都市計画費

3

△ 30,000

主な事業

対前年度 　　　　　－ 1,100 39,300

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 130,000 100,0001,600 2,700 42,000

88,000

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 歩行者・自転車通行量(サロンいろは前)
674人/日
(H30)

520人/日
(R5)

546人/日 546人/日

(1) 本町に住み続けたいと思う住民の割合
72.8%
(H30)

72.8%
(H30)

80% 80%

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④
本町西国街道地区における魅力あるまちなみづくりを推進するため、地区住民やまちづくり団体等と連携した推進体制の
構築に取り組むとともに、街並みガイドライン等の景観ルールづくり、西国街道や小路・参道の美装化事業を実施しま
す。

達成度を測る指標

2
ペアシティ三原西館維持
管理事業

一般会計

財産管理課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
キオラスクエア広場運営
管理事業

一般会計

商工振興課

キオラスクエア広場を活用した中心市街地の賑わい創出に資するイベン
ト企画・誘致や全体協議会を通じた施設内及び周辺地域と連携した取組
の実施・運営を㈱まちづくり三原に委託する。

商工費

商工費
ペアシティ三原西館について、管理組合との連携を図りながら、適正な
維持管理を実施する。総務費

総務管理費

3

624

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 288,321 △ 51,231

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 19,197 19,821358,256 69,935 18,704

493

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 中心市街地の歩行者等通行量
平日21,575人
休日17,871人

（R2）

平日19,584人
休日17,252人

（R5）

平日24,286人
休日20,540人

平日24,286人
休日20,540人

(1) 広場を利用した年間イベント数
75件

(H23～H28
の平均)

54件
（R4）

100件 100件

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③
駅前移転後の新たな図書館の魅力的な運営や、周辺民間事業者等と連携した広場での様々なイベントの開催により、幅広
い世代の新たな集客拠点として機能させるとともに、ペアシティ三原西館の利用者なども含め、にぎわいを周辺エリアへ
波及させるためのエリアマネジメント協議会の設立及び効果的な運営を行います。

達成度を測る指標
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※常勤職員の数値で計上

5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1

3

　　　　　－

主な事業

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 　　　　　－ 　　　　　－　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(1) 市内における保育士及び保育教諭数
233人
(H31)

227人
(R6.1月)

233人 ※ 233人 ※

5
私立認定こども園運営助
成事業

一般会計

こども保育課

私立認定こども園8か所、定員777人

民生費

児童福祉費

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
保育士などの人材を確保するため、就労促進につながるよう学生等への啓発を行うとともに、保育士の研修を強化し、
サービスの質の維持向上に取り組みます。

達成度を測る指標

一般会計

こども保育課

公立認定こども園2か所、定員325人

民生費

児童福祉費

2 私立保育所運営助成事業

一般会計

こども保育課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4 地域型保育事業

一般会計

こども保育課

本年度の事業概要

1 保育所運営事業

一般会計

こども保育課

公立保育所8か所、定員615人

民生費

児童福祉費

小規模保育事業3か所、定員50人　事業所内保育事業2か所、定員52人
※入所対象児童は、0歳児～2歳児民生費

児童福祉費

私立保育所4か所、定員290人

民生費

児童福祉費

3 認定こども園運営事業

273,049

主な事業

対前年度 　　　　　－ 450,044 △ 180,146

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 2,278,164 2,551,2132,423,833 2,873,877 2,693,731

△ 415,567

(3)
【未入所児童数】希望する保育所・認定こども園(長時間利
用)に入れず待機している児童数

69人
(H30)

31人
（R6.1月）

0人 0人

(2)
【待機児童数】保育所・認定こども園(長時間利用)に入れ
ず待機している児童数

33人
(H30)

0人
（R6.1月）

0人 0人

(1)
希望する保育サービスを希望する時間に利用することがで
きたと感じている保護者の割合

62.3%
(H30)

70.8%
（R5.12月）

70.0% 70.0%

施策名 4-1-1　多様な教育・保育サービスの充実 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 乳幼児期から就学前まで、多様な教育・保育サービスを受けることができる。 2,551,213 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 多様な保育サービスの充実化を図るとともに、待機児童及び未入所児童の解消に努めます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
妊娠期から子育て期における切れ目のない相談・支援体制の充実と、子どもの健やかな成長及び発達の支援に取り組みま
す。

(2)

(1) 縁結びサポーター養成数
58人
(H31)

67人
(R5.12月末)

108人 108人

(2)

施策がめざす
三原市の姿 地域の中で、安心して子どもを生み育てることができる環境が整っている。 2,575,932 千円

基本方針① 若者の出会いの場を創出します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 4-1-2　子ども・子育て支援の充実 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 360 293 477 477 467

対前年度 　　　　　－ △ 67 184 0 △ 10

1
縁結びサポーター養成事
業

子育て支援課

結婚を希望する独身者の婚活を支援するため、婚活や結婚に関する相談
に応じ、アドバイスするなど、ボランティアとして活動する「縁結びサ
ポーター」を養成する。

2
ひろしま出会いサポート
センター連携事業

子育て支援課

「ひろしま出会いサポートセンター」と連携し、本市が実施する婚活イ
ベントの情報や県内の婚活イベント情報をホームページ等で相互に周知
することで、婚活意識の啓発や婚活人口の発掘を行う。

一般会計

民生費

児童福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

児童福祉費

3 若者出会い交流応援事業 子育て支援課

結婚を希望する独身者の婚活を支援するため、縁結びサポーターによる
婚活イベントを開催し、出会いと交流の場を提供する。

4

5

一般会計

民生費

児童福祉費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 1歳6か月児健康診査受診率
96.6%
(H30)

95.1%
（R5.12月末）

100% 100%

予算額 111,056 120,569 136,263 174,190 182,359

対前年度 　　　　　－ 9,513 15,694 37,927 8,169

1 健康診査事業 こども安心課

妊婦健康診査、妊婦歯科健康診査、産婦健康診査、乳児健康診査及び新
生児聴覚検査を個別医療機関に委託し実施する。4か月児、1歳6か月児及
び3歳児健康診査については集団健康診査を行う。

2 虐待防止事業 こども安心課

こども家庭センターとして、子ども家庭支援員及び虐待対応専門員を配
置し、家庭支援と子どもを守るための積極的な相談支援体制を推進し、
未然防止に努める。

一般会計

民生費

児童福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

保健衛生費

3
子育て世代包括支援セン
ター事業

こども安心課

こども家庭センターとして、妊娠期から子育て期にわたる相談支援を切
れ目なく、一体的に実施する相談拠点として、保健師及び助産師を配置
し、課題に早期対応し、安心して子どもを産み育てる環境を促進する。

4 こども発達支援事業 こども安心課

発達に課題のある子どもへの相談支援体制の整備及び専門機関との連携
体制の充実を図る。

5 子育て支援センター事業
こども保育課
こども安心課

子育て世代の親子の交流・情報交換の場、保護者の気軽な相談の場とし
て、「すくすく」と情報連携し、切れ目なく継続した支援を行う。

一般会計

民生費

児童福祉費

一般会計

民生費

児童福祉費

一般会計

民生費

児童福祉費
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達成度を測る指標
R6

目標値

※計画策定時は1,500人
予算額（単位：千円）

基本方針③ 子どもの居場所づくりを推進し、子どもの健やかな成長と子育ちを応援する環境整備を行います。

(2)

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

3,468

一般会計

民生費

児童福祉費

達成度を測る指標
R6

4 児童遊園管理事業 都市開発課

地域住民の協力によって、地域の遊び場を設置し、児童の健全な育成を
図る。

5

基本方針④ 子育て世代の負担軽減や、子どもの貧困対策を進め、誰もが安心して子育てできる環境づくりを行います。

※計画策定時は40人
予算額（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 新児童館を1年間に利用する中高生延べ人数
151人
(H30)

3,530人
(R5.12月末)

3,900人 3,900人 ※

予算額 304,913 292,007 354,561 368,184 371,652

対前年度 　　　　　－ △ 12,906 62,554 13,623

1
放課後児童クラブ運営事
業

子育て支援課

保護者が就労などにより昼間家庭にいない状況にある児童を対象に、放
課後や長期休業日等に遊びや生活の場を提供し、健全な育成を図る。船
木放課後児童クラブを再開し、子どもの居場所の充実を図る。

2 児童館運営事業 子育て支援課

18歳までの全ての子どもと保護者を対象に、年齢に合わせたイベント
や、世代間の交流等を実施することで、多様な遊びや体験を提供し、子
どもの健全な育成を図る。

3
仕事体験提供事業「こど
もおしごとチャレンジ」

子育て支援課

小学生を対象に、仕事に関する体験講座やイベントの開催、映像コー
ナー等での子ども向けの映像の発信などにより、興味・関心の拡大と将
来について考えるきっかけをつくり、次世代の人材育成を図る。

一般会計

民生費

児童福祉費

一般会計

民生費

児童福祉費

一般会計

民生費

児童福祉費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) ファミリー・サポート・センターの利用者数
20人
(H30)

54人
(R5.12月末)

60人 60人 ※

目標値

予算額 2,036,182 1,940,579 1,877,509 1,830,623 2,021,454

対前年度 　　　　　－ △ 95,603 △ 63,070 △ 46,886 190,831

1
ファミリー・サポート・
センター利用促進事業

子育て支援課

児童館にアドバイザーを配置し、申込受付、マッチング支援、会員増加
の取組を実施する。また、子育て世帯からの緊急の依頼への対応など、
子どもの預かりの充実に取り組む。

2
各種医療費助成事業（乳
幼児等、ひとり親）

子育て支援課

乳幼児等医療費助成では、18歳年度末までの児童を対象に、すべての子
育て世帯の経済的負担の軽減を図り、安心して子育てができる環境を整
備することで、子育て支援の充実を図る。

一般会計

民生費

児童福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

児童福祉費

3
各種手当給付事業（児童
手当、児童扶養手当）

子育て支援課

児童が養育される家庭等の生活の安定と児童の健やかな成長に資するこ
とを目的として、各種手当の給付を行う。国の制度改正に伴い、経済的
支援の拡充を図る。

4 子育て世帯家事支援事業 子育て支援課

家事・育児に不安や負担を抱え、支援が必要な子育て世帯や妊産婦、ヤ
ングケアラーがいる家庭に対して、訪問支援員を派遣し、家事・育児を
支援する。

5 子どもの貧困対策事業 子育て支援課

「子ども食堂」の立上げ支援、「子育て支援サロン」の運営費補助によ
り、子どもの居場所を提供するとともに、ひとり親家庭の高校卒業程度
認定試験合格支援事業の実施により、就労しやすい環境を整える。

一般会計

民生費

児童福祉費

一般会計

民生費

児童福祉費

一般会計

民生費

児童福祉費
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※1　29.2%から確定値29.4%へ訂正、※2　85.8%から確定値88.4%へ訂正

3 薬局での糖尿病検査事業 保健福祉課

市内薬局等における糖尿病リスク測定の実施体制を整備し、薬剤師によ
る結果説明や指導、健康診査の受診勧奨を行う。対象：特定健康診査・
後期高齢者基本健康診査及び若年者健康診査未受診者

4 健康教育 保健福祉課

がんや糖尿病及び高血圧症等の生活習慣病の発症予防・重症化を予防す
るために、健康教室や講演会等により、生活習慣病の理解と望ましい健
康行動の促進を図る。

5

一般会計

衛生費

保健衛生費

一般会計

衛生費

保健衛生費

501

1 保健事業 保険医療課

特定健康診査事業、疾病予防及び重症化予防等の各種保健事業を実施
し、被保険者の健康増進を図る。

2 健康診査 保健福祉課

がん検診、歯周疾患検診及び基本健康診査を実施し、健康的な生活習慣
への改善を支援する。
個別健診6月～3月　集団健診23回

一般会計

衛生費

保健衛生費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

国民健康保険

（事業勘定）

特別会計

予算額 261,704 262,212 263,522 260,065 260,566

対前年度 　　　　　－ 508 1,310 △ 3,457

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 特定健康診査受診率
27.0%
(H30)

29.4%　※1
(R4)

36.0% 36.0%

3

4

5

2,642

1
食育推進事業（育成講
座・活動支援・普及啓
発）

保健福祉課

幼児期からの食育推進のため、食育教室による普及啓発、食生活改善推
進員養成講座及び推進員の地域活動支援による食生活改善・食育を推進
する。養成講座6回、地域活動250回

2 運動普及推進事業 保健福祉課

運動普及のため、運動普及リーダー育成講座及びリーダーによる地域活
動を支援するほか、ウォーキングとラジオ体操を推進する。育成講座6
回、フォローアップ研修会6回、ウォーキング等イベント20回

一般会計

衛生費

保健衛生費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

保健衛生費

予算額 6,026 6,558 6,613 8,819 11,461

対前年度 　　　　　－ 532 55 2,206

施策がめざす
三原市の姿 自らの健康に関心を持ち、健康づくりに取り組む市民が増えている。 286,073 千円

基本方針① 健康寿命の延伸につながる食生活改善と運動推進に取り組みます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 4-2-1　健康づくりの推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) 自分にとって適切な食事の内容・量を知っている人の割合
70.8%
(H29)

72.8%
(R4)

上昇 上昇

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 特定・基本健診、がん検診の推進に取り組みます。

(2) がん検診(胃・大腸・肺・子宮・乳)精密検査受診率
87.1%
(H30)

88.4%　※2
(R4)

90.0% 90.0%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

ウオーキング等運動普及推進事業の参加者数
4,923人
(H30)

1,482人
(R6.1月)

5,500人 5,500人
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3

4

5

△ 353

1
精神保健福祉事業（普及
啓発、相談、訪問等）

保健福祉課

精神障害者等の社会復帰や社会生活への参加と自立促進を行い、市民の
精神保健福祉の向上を図る。また、こころの病気の理解・予防や早期発
見・治療の必要性や自殺対策について普及啓発を行う。

2 ひきこもり支援事業 保健福祉課

ひきこもりに特化した相談窓口を社会福祉協議会への委託により設置
し、当事者や家族等の相談に対応することで、ひきこもりの長期化を防
ぐ。また、社会参加できる場所の提供、理解促進、支援体制構築を図る｡

一般会計

衛生費

保健衛生費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

保健衛生費

予算額 6,695 4,744 4,697 14,399 14,046

対前年度 　　　　　－ △ 1,951 △ 47 9,702

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) ゲートキーパー養成講座参加者数(累計)
212人
(H30)

602人
(R6.1月)

1,100人 1,100人

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③ こころの相談体制の充実と自殺対策の推進に取り組みます。

(2)
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

24時間365日の二次救急医療体制の維持
100%
(H30)

100%
(R6.1月末）

100% 100%

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 北部地域の医療を確保するため、医療と介護の連携を強化し、包括的医療体制の充実を図ります。

(2)

(1)
地域で安心して医療サービスを受けられる環境になってい
ると感じる市民の割合

16.6%
(H30)

16.6%
(R5)

上昇 上昇

(2)

施策がめざす
三原市の姿

周産期医療・小児医療・救急医療・在宅医療まで、安心して医療サービスを受けるこ
とができる。

311,049 千円

基本方針①
医療関係者の人材確保や医療機関の運営等を支援し、周産期医療・小児医療・救急医療・在宅医療に至るまでの持続可能
な医療体制の維持・確保を図ります。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 4-2-2　医療体制の構築 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 122,158 125,735 152,833 150,448 159,264

対前年度 　　　　　－ 3,577 27,098 △ 2,385 8,816

1
在宅当番医制事業運営委
託事業

保健福祉課

三原市医師会及び世羅郡医師会に対し、在宅当番医制及び祝日等小児科
当番医制事業を委託し、救急医療知識の普及啓発及び在宅当番医の周知
を推進することで、休日及び夜間の初期救急医療の確保を行う。

2
病院群輪番制病院運営費
補助事業

保健福祉課

休日及び夜間に診療業務を行う輪番制病院として、市内3医療機関に対し
て運営費の一部を補助し、重症救急患者の受入れ等、休日・夜間の診療
業務体制を確保する。

一般会計

衛生費

保健衛生費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

保健衛生費

3
休日夜間急患センター運
営費補助事業

保健福祉課

三原市医師会休日夜間急患診療所に対して運営費の一部を補助し、休
日・夜間における急病患者の医療を確保する。
休日夜間急患診療（内科、外科）・平日夜間小児急患診療

4
周産期医療体制維持継続
等支援事業

保健福祉課

分娩体制維持のため、市内医療機関に対し、市民の分娩、医療機器購入
費及び非常勤医師人件費への補助をするとともに、尾道総合病院に運営
費の一部を補助し、地域周産期母子センター受入体制維持を図る。

5
小児救急医療運営費補助
事業

保健福祉課

休日小児科診療を担う医療機関に対して運営費の一部を補助し、休日に
おける小児救急医療体制を安定的かつ継続的に確保する。

一般会計

衛生費

保健衛生費

一般会計

衛生費

保健衛生費

一般会計

衛生費

保健衛生費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 北部地域(久井・大和)における医療機関数
5か所
(H31)

5か所
(R5)

5か所 5か所

予算額 118,277 123,637 124,303 135,556 151,785

対前年度 　　　　　－ 5,360 666 11,253 16,229

1
世羅中央病院企業団負担
金

保健福祉課

世羅中央病院企業団の構成団体として、負担割合に基づき病院運営費、
建設改良費等について負担し、世羅中央病院及びくい診療所の健全経営
を図る。

2 診療所管理運営事業 保険医療課

大和地域を中心とする地域の医療を確保する。また、医療機器の定期的
な更新を行う。

国民健康保険
（直営診療施設勘定）

特別会計

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

保健衛生費

3

4

5
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
認知症の高齢者が地域で安心して暮らしていけるよう市民の理解を深めるとともに、予防から発症、重度化防止に向け
て、認知症の進行状況に合わせて適切な支援が行えるよう、総合的に推進します。

(2)

(1)
総介護サービス利用給付費に占める施設サービス利用給付
費の割合

40.8%
(H30)

42.6%
(R5.10月)

維持 40%

(2)

施策がめざす
三原市の姿 高齢者が生きがいを持ち、住み慣れた地域で安心して生活している。 1,104,640 千円

基本方針①
高齢者及び介護者支援のため、公的サービスや地域の見守りなど、生活支援体制を充実するとともに、多職種連携やＩＣ
Ｔの活用により、切れ目ない在宅医療・介護サービスの提供体制の充実を図ります。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 4-3-1　長寿社会対策の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 1,003,406 1,007,919 1,023,566 1,011,312 1,022,716

対前年度 　　　　　－ 4,513 15,647 △ 12,254 11,404

1
在宅医療・介護連携推進
事業

高齢者福祉課

医療機関及び介護サービス事業者等が連携し、在宅医療と介護を一体的
に提供できる在宅ケア体制の充実を図る。関係機関の窓口として、在宅
医療・介護連携支援センターの設置を三原市医師会に委託する。

2 生活支援体制整備事業 社会福祉課

地域住民、行政、社会福祉協議会、専門職等が連携し、協議体を設置し
て地域の福祉について話し合い、地域資源の把握、開発等により支え合
いの地域づくりを進める。

一般会計

民生費

社会福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

介護保険

特別会計

3 地域共生社会推進事業 社会福祉課

制度の狭間で対応できない事例や複合的課題がある事例に対し、地域共
生センターを中心に多機関が協議し、課題解決に向けた支援を実施す
る。

4

5

一般会計

民生費

社会福祉費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 認知症サポーター養成講座受講者数(累計)
11,685人
(H30)

13,191人
(R6.1月)

13,700人 14,700人

予算額 26,836 26,396 26,508 30,437 30,512

対前年度 　　　　　－ △ 440 112 3,929 75

1
認知症サポーター養成事
業

高齢者福祉課

住民等からの要請により認知症地域支援推進員等を派遣し、「認知症サ
ポーター」養成講座を実施する。（目標500人）

2
認知症地域支援ケア向上
事業

高齢者福祉課

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、相談に応じる
とともに、医療・介護及び支援機関の連携強化を図る。（5か所）
認知症カフェの開催補助（月1回×10か所）及び新規開設補助（2か所）

介護保険

特別会計

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

介護保険

特別会計

3
認知症初期集中支援チー
ム設置事業

高齢者福祉課

市内の精神科医療機関に認知症初期集中支援チームを設置し、認知症高
齢者の早期支援を行う。（2か所）

4
介護予防普及啓発事業
（認知症関連）

高齢者福祉課

認知症講演会を年2回実施する。
認知症の早期発見・早期支援のためのスクリーニングアプリをHP上に掲
載する。

5

介護保険

特別会計

介護保険

特別会計
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
判断能力が低下したとしても高齢者等が地域で安心して暮らしていけるよう、虐待防止や成年後見制度の適切な利用促進
に取り組みます。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④ 介護予防事業など、高齢者の健康づくりを増進するとともに、社会参加・社会貢献の機会の創出を図ります。

(2) 高齢者の集いの場(サロン、百歳体操)への参加実人数
4,938人
(H30)

4,222人
(R5.12月)

4,300人 5,900人

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 成年後見制度利用件数
232件
(H31)

269件
(R5.10月)

300件以上 300件以上

予算額 4,699 2,910 10,879 9,441 9,659

対前年度 　　　　　－ △ 1,789 7,969 △ 1,438 218

1
成年後見制度利用支援事
業

高齢者福祉課

認知症等により判断能力が低下し、親族からも支援が見込めない人の成
年後見市長申立を行う。生活保護世帯等に属する場合、成年後見制度援
助者報酬を助成する。

2
権利擁護連携支援セン
ター運営事業

社会福祉課

認知症等により判断能力が十分でない人の権利を養護するため、権利擁
護支援にかかる地域連携ネットワーク体制の構築に取り組み、成年後見
制度の利用促進を図る。

一般会計

民生費

社会福祉費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

介護保険

特別会計

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 介護や支援を必要としない高齢者の割合
80.7%
(H30)

80.4%
(R5.11月)

維持 79%以上

予算額 30,911 33,947 30,806 31,285 38,534

対前年度 　　　　　－ 3,036 △ 3,141 479 7,249

1 介護予防普及啓発事業 高齢者福祉課

おうちで健康体操の普及（講習会　1回）、骨盤底筋体操教室（1回）
運動機器一般講習会、フォローアップ講習会（2会場、12回）
運動機器を高齢者が活用（2会場、196回）

2
在宅要援護者仲間づくり
育成事業

高齢者福祉課

社会福祉協議会に委託し、地域住民によるサロン運営を支援する。
　食事あり（17人×75回×12月）、食事なし（17人×130回×12月）
　※食事なしは、重層的支援体制整備事業開始に伴い、一般会計で実施

介護保険

特別会計

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

介護保険

特別会計

3
地域介護予防活動支援事
業

高齢者福祉課

介護予防教室（地域包括支援センター等へ委託、155回）
新規サロン、生活支援の立上げ支援（社会福祉協議会委託、5か所分）
介護予防自主グループ支援（9団体）

4
高齢者保健事業・介護予
防一体的実施事業

保険医療課・
保健福祉課・
高齢者福祉課

高齢者に対し、保健事業や介護予防事業を一体的に実施することによ
り、一人ひとりの健康状況や課題に応じた支援を行う。

5

一般会計

民生費

社会福祉費

一般会計

民生費

社会福祉費
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針⑤
災害発生時等において、支援が必要な高齢者等が安全に避難できるよう、日ごろから声かけができる関係づくりを行うと
ともに、避難行動要支援者避難支援事業の充実を図ります。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 協定締結団体数
54団体
(H30)

132団体
(R6.1月)

140団体 108団体

予算額 2,062 1,370 2,486 3,295 2,977

対前年度 　　　　　－ △ 692 1,116 809 △ 318

1
避難行動要支援者避難支
援事業

高齢者福祉課

避難支援等関係者と新規に協定を締結し、名簿を提供する。また、避難
行動要支援者への啓発を行い、同意登録を促す。避難支援の実効性を確
保するため、福祉専門職と連携した個別避難計画作成を勧める。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

民生費

社会福祉費

3

4

5

－52－



※指標を新たに設定

施策名 4-3-2　障害者福祉の充実 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 障害のある人が住み慣れた地域で安心して生活し、社会に参加できている。 3,562,274 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
障害のある人の自立心を育み、主体的に生活できる社会の実現に向け、必要なサービス、情報の提供、相談支援体制の充
実を図るとともに、権利擁護の推進に取り組みます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 障害福祉サービス利用決定者数
1,794人

（R2.3月）
1,861人

（R6.3月）
1,908人 1,908人

(1)
障害のある人が障害福祉サービスなどを利用しながら、住
み慣れた地域で安心して生活し、社会に参加できると感じ
る市民の割合

9.8%
(H30)

4.8%
(R5)

11.0% 11.0%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 3,371,836 3,547,9573,292,278 3,221,065 3,278,669

93,167 176,121

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 71,213 57,604

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4 障害児通所支援費補助

一般会計

障害者福祉課

本年度の事業概要

1 障害者福祉啓発事業

一般会計

障害者福祉課

障害者週間の期間中に、障害者週間イベント、街頭での障害者に関する
啓発及び障害者事業所製品の販売促進につながる事業を実施する。民生費

社会福祉費

障害児通所支援の提供体制を確保し、障害のある子どもに療育等の支援
を行う。対象者には、利用者負担の半額又は全額を助成する。民生費

児童福祉費

障害者に対し、日常生活が円滑に行われるよう、地域の特性や対象者の
状況に応じた事業や、日常生活用具等の給付を行う。民生費

社会福祉費

3 自立支援給付事業

一般会計

障害者福祉課

障害者に対し、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、必要な障害福祉サービスの給付や医療費等の支援を行う。民生費

社会福祉費

2 地域生活支援事業

一般会計

障害者福祉課

5
重症心身障害児福祉年金
給付事業

一般会計

障害者福祉課

20歳未満の障害のある児童（身体障害者手帳1～3級、療育手帳Ⓐ・Ａ・
Ⓑのいずれかを所持）を養育する保護者に支給する。民生費

児童福祉費

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
就労支援事業を拡充し、就労に対する不安の軽減、就労意欲の向上を図るとともに、障害に対する理解を促進し、障害の
ある人の一般就労を支援します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 障害者就労体験受入企業数　※
26社

（R4）
27社

（R6.3月）
52社 52社

(1) 福祉施設から一般就労への移行者数
28人
(H30)

15人
(R5.3月)

36人 36人

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 12,150 12,1821,984 1,984 1,984

10,166 32

主な事業

対前年度 　　　　　－ 0 0

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 障害就労推進事業

一般会計

障害者福祉課

障害のある人の就労について、相談しやすい窓口を設置するとともに障
害者雇用の推進のため、企業側の雇用環境構築支援や企業と行政の連携
ネットワークを構築する。

民生費

社会福祉費
就労を希望する障害者に対し、一般企業で数日間の就労体験を実施する
ことにより、障害者の一般就労への支援を行う。また、企業に対しても
障害者雇用への理解啓発に取り組む。

民生費

社会福祉費

3

2 障害者就労体験事業

一般会計

障害者福祉課

5
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R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③ 障害の特性に応じた防災対策、支援のあり方、情報提供の方法等について検討します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 地域自立支援協議会で防災部会を開催する回数
年10回程度

(H31)
年11回

（R6.3月）
年10回 現状値を維持

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 35 3570 35 35

0 0

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 35 0

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
自立支援事業（扶助費以
外）

一般会計

障害者福祉課

障害者の支援に携わる関係者が協働し、福祉、保健、医療、防災、雇用
及び教育等の様々な地域課題について協議し、支援体制の充実を図る。民生費

社会福祉費

3

2

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④ 多様な活動の場の確保、スポーツ・芸術文化活動の推進及び支援により、社会参加の機会の充実を図ります。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1)
障害者スポーツフェスティバル及びアートイベントへの参
加者数

642人
(H30)

732人
（R6.3月）

700人 700人

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 2,100 2,1001,600 2,100 2,100

0 0

主な事業

対前年度 　　　　　－ 500 0

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 スポーツ支援事業

一般会計

障害者福祉課

スポーツ教室やスポーツ大会を開催し、健康づくりや社会参加の機会を
提供し、当事者同士や市民が交流する場を確保する。民生費

社会福祉費
障害者週間の期間中に、障害者週間イベントを実施する。アート展等の
開催により、社会参加の機会と障害への理解啓発に取り組む。民生費

社会福祉費

3

2 障害者福祉啓発事業

一般会計

障害者福祉課

5
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施策名 4-3-3　社会保障制度の適正な運営 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 市民の理解と協力のもと、社会保障制度が健全に運営されている。 23,271,444 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 医療保険制度を安定的に運営するため、保険料等の収入率の向上を図ります。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 国民健康保険税の現年度分収入率
94.6%
(H30)

95.6%
(R4)

95.2% 95.2%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 10,235,554 12,138,70711,035,096 10,783,298 10,706,636

△ 471,082 1,903,153

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 251,798 △ 76,662

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
国民健康保険事業（保健
事業除く）

国民健康保険

保険医療課

広島県国民健康保険運営方針を踏まえ、国民健康保険事業を安定的かつ
円滑に運営していく。（事業勘定）

特別会計
後期高齢者医療制度を安定的かつ円滑に運営していく。

民生費

社会福祉費

3

2 後期高齢者医療事業

一般会計

保険医療課

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針② 就労支援等を実施し、生活保護世帯の自立を促進します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 就労収入の増加に伴い、生活保護から自立した年間世帯数
25世帯
(H30)

7世帯
（R5.12月）

30世帯 30世帯

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 1,622,559 1,424,0131,711,390 1,615,340 1,629,884

△ 7,325 △ 198,546

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 96,050 14,544

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
被保護者健康管理支援事
業

一般会計

社会福祉課

医療扶助や健診結果のデータを利用し、生活習慣病の発症予防及び重症
化予防を推進し、医療扶助の適正化につなげる。民生費

生活保護費
ハローワーク等と連携し、対象者の状況及びニーズに応じた就労支援を
行い、自立を助長する。（就労支援相談員1人を配置）民生費

生活保護費

3 生活保護費給付事業

一般会計

社会福祉課

困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとと
もに、自立を助長する。民生費

生活保護費

2 被保護者就労支援事業

一般会計

社会福祉課

5
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R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③ 生活困窮世帯が抱えている課題に沿った支援のあり方を検討します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 相談解決に向けた支援プランの作成件数
11件
(H30)

33件
（R5.12月）

35件 12件

(1) 自立相談支援センターみはらの新規相談数
275件
(H30)

302件
（R5.12月）

350件 300件

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 20,205 20,19614,259 21,364 21,424

△ 1,219 △ 9

主な事業

対前年度 　　　　　－ 7,105 60

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4 家計改善支援事業

一般会計

社会福祉課

本年度の事業概要

1
生活困窮者自立相談支援
事業

一般会計

社会福祉課

生活保護に至っていないが生活困窮のおそれのある者からの相談に包括
的に対応し、対象者の自立を助長する。主任相談員1人と就労支援員（相
談支援員を兼務）1人を配置する。

民生費

社会福祉費

家計改善の視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導を行うことに
より、相談者自身の家計を管理する力を高め、早期の生活再生をめざ
し、保護に至る前に自立につなげる。家計改善支援員1人を配置する。

民生費

社会福祉費

生活困窮世帯の小学校4年生から中学校3年生を対象に学習サポートを行
う。民生費

社会福祉費

3
生活困窮者住居確保給付
事業

一般会計

社会福祉課

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住居を喪失して
いる者又は喪失するおそれのある者に対し、有期で家賃相当の給付及び
就労支援を行う。支給期限：原則3か月（最大で9か月）

民生費

社会福祉費

2
生活困窮世帯の子どもに
対する学習支援事業

一般会計

社会福祉課

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④
介護保険サービスの確保及び給付にかかる各種適正化事業の強化により、将来にわたって持続可能な制度の運営に努めま
す。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 計画内給付(給付費実績÷計画給付費)
0.94
(H30)

0.90
（R4)

1以下 1以下

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 10,552,980 9,688,52810,183,429 10,194,293 10,287,785

265,195 △ 864,452

主な事業

対前年度 　　　　　－ 10,864 93,492

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 介護保険保険給付

介護保険

高齢者福祉課

適切な各種介護保険サービスを提供するため、介護保険事業計画に基づ
き、保険給付を行う。特別会計

給付適正化主要3事業の実施により、給付費の抑制を図るとともに、ケア
プラン及び住宅改修等の点検を重点的に実施することで、介護支援専門
員の質の向上及び保険者機能の強化を図る。

特別会計

3 介護職員等就労支援事業

一般会計

高齢者福祉課

介護保険サービスの提供体制を維持するため、人材の確保及び離職防止
を目的に、介護職員初任者研修等を修了し、指定介護事業所に6か月以上
従事した者に受講料を助成する。

民生費

社会福祉費

2 介護給付適正化事業

介護保険

高齢者福祉課

5
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5
全国瞬時警報システム
（J-アラート）事業

一般会計

危機管理課

全国瞬時警報システム（Jｰアラート）の維持管理を行うとともに、広島
県が実施する広島県総合行政通信網再編整備事業に係る工事費の一部を
負担する。

消防費

消防費

一般会計

危機管理課

市内の防災・防犯・火災情報を登録制電子メールにて配信する。

総務費

総務管理費

2
コミュニティＦＭ活用事
業

一般会計

危機管理課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4
災害時一斉情報伝達手段
整備事業

一般会計

危機管理課

本年度の事業概要

1
災害時一斉情報伝達手段
整備事業（FM告知端末の
配布）

一般会計
デジタル化戦
略課

ラジオ波不感地域対策実施地域に対し、ＦＭ告知端末の周知と配布を実
施する。併せて、老朽化した放送設備を更新する。消防費

消防費

コミュニティＦＭ放送を活用して、防災啓発放送や災害時における緊急
情報告知を行うとともに、市内58か所に設置する屋外拡声子局のうち15
か所の点検、試験を実施する。

消防費

消防費

コミュニティＦＭ放送小規模送信アンテナ装置の維持管理を行う。

総務費

総務管理費

3 メール配信システム事業

△ 2,100

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 13,811 5,780

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 37,365 35,26531,481 17,670 23,450

13,915

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1)
災害時一斉情報伝達手段整備事業によるＦＭ告知端末の世
帯普及指数

74.6%
(H31)

76.1%
(R5.12末）

80.0% 80.0%

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
市民が多様な手段で災害情報を迅速・確実に取得できる環境整備に取り組み、メール配信システムの登録やＦＭ告知端末
の配布、情報入手方法の周知を図ります。

達成度を測る指標

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
自主防災組織設立・育成
事業

一般会計

危機管理課

自主防災組織の新規設立支援、育成支援、自主避難所開設・運営の補助
等を行うとともに、県補助事業を活用して、避難の呼びかけ体制を構
築・実践する自主防災組織に対し、支援を実施する。

消防費

消防費

3

95

主な事業

対前年度 　　　　　－ 1,749 312

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 5,550 5,6453,989 5,738 6,050

△ 500

(2)

(1) 自主防災組織の活性化率
59%

(H30)
60.2%

(R6.1月末)
80% 80%

施策名 5-1-1　災害対応力の強化 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿

市民等による地域防災力の向上(自助、共助)、及び行政による防災体制の整備(公助)
が図られ、また相互の連携・協力による災害対応力が強化されている。

51,778 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
自主防災組織の新規設立への支援や、既存組織の活性化に取り組むとともに、出前講座の開催や訓練の実施により市民の
防災力向上を図ります。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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5

一般会計

危機管理課

職員を対象として、避難所の管理運営等に焦点を当てた研修を実施す
る。消防費

消防費

2 拠点避難所整備事業

一般会計

危機管理課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
市民避難行動促進「三原
スタイル」構築事業

一般会計

危機管理課

三原スタイルを構成する企業・団体が発災前後の情報発信や避難支援、
ライフラインの応急対策などについて、主体的に行動し、連携する取組
をアドバイザーからの助言を得ながら構築をする。

消防費

消防費
地域防災拠点整備方針・備蓄計画に基づき、市内44か所の地域防災拠点
に備蓄物資（アルファ米、ライスクッキー、保存水等）を配備する。消防費

消防費

3
職員の災害対応能力育成
事業

1,328

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 24,426 △ 466

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 8,970 10,29834,342 9,916 9,450

△ 480

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1)
防災のための施設や情報、活動体制が充実していると感じ
る市民の割合

11.2%
(H30)

12.0%
（R5）

上昇 上昇

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④
平成30(2018)年7月豪雨災害の教訓から、緊急時の市の体制を強化するとともに、民間企業や防災関係機関との連携によ
り、市民の避難行動の促進を図り、災害死ゼロをめざします。また、避難所の生活環境の改善に取り組みます。

達成度を測る指標

一般会計

危機管理課

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に基づ
き、三原市国民保護協議会を設置し、国等の国民保護計画変更に準じ
て、本市の計画を見直し、変更手続を行う。

消防費

消防費

2 地域防災計画推進事業

一般会計

危機管理課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
防災ネットワーク推進事
業

一般会計

危機管理課

市内防災関係団体で構成された三原市防災ネットワークと連携し、地域
の防災力の向上につながる防災体験会や防災講演会等を企画実施する。消防費

消防費
災害対策基本法の規定に基づき、三原市防災会議を設置し、防災・災害
対策に関して、市及び関係機関の役割、予防、応急対策及び復旧に関す
ること等を定める。

消防費

消防費

3 国民保護計画推進事業

△ 7

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 81 9,788

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 577 570576 495 10,283

△ 9,706

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 防災・減災を目的とした地域・企業と連携した取組事業
12

(R2)
21

(R6.1月末)
上昇 上昇

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③
平常時から訓練や協定の締結などを通じて、地域や企業との関係強化を図り、災害時には円滑な連携や協力が得られる関
係を構築します。

達成度を測る指標
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 効果的・計画的に急傾斜地崩壊対策及び河川改修を進めます。

(2) 河川改修の整備延長
0.5km/2.7km

(19%)
(H31)

2.7km/2.7km
(100%)
(R4)

2.7km/2.7km
(100%)

2.7km/2.7km
(100%)

(1)
下水道(雨水)施設の整備率
(※事業計画区域1,030.5haに対する)

81.6%
(H30)

84.1%
(R4)

84.4% 86.8%

(2)

施策がめざす
三原市の姿 災害発生時に被害を最小限に抑えるための整備が進んでいる。 2,496,173 千円

基本方針① 災害に強い下水道施設の構築を図るとともに、ストックマネジメントを考慮した維持・管理・更新を行います。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 5-1-2　災害に強いまちの構築 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 506,719 517,534 562,723 609,284 593,536

対前年度 　　　　　－ 10,815 45,189 46,561 △ 15,748

1 下水道事業会計支出金 財政課

下水道事業会計負担金　589,528千円
下水道事業会計出資金　  4,008千円

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

諸支出金

公営企業費

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 急傾斜地崩壊対策の整備完了地区
2地区/10地区

(20%)
(H31)

3地区/10地区
(30%)
(R5)

4地区/10地区
(40%)

4地区/10地区
(40%)

予算額 249,093 146,236 393,886 459,486 712,822

対前年度 　　　　　－ △ 102,857 247,650 65,600 253,336

1 小規模崩壊地復旧事業 農林整備課

小規模崩壊地復旧事業（県補助事業）
7か所実施（久井地区1、本郷地区2、幸崎能地七丁目、小泉町、沼田西町
　　　　　 木原町）

2 急傾斜地崩壊対策事業 土木建設課

急傾斜地崩壊対策工事　4地区（深小学校上地区外）
急傾斜地崩壊対策測量設計　1地区（沼田東小学校地区）

一般会計

土木費

土木管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

災害復旧費
農林水産施設災害復旧費

3
急傾斜地崩壊対策事業
（県施行負担金）

土木建設課

急傾斜地崩壊対策工事　8地区（向山地区外）

4 河川改良事業 土木建設課

河川改良工事、測量・設計等　22河川（防地川支川外）

5
河川改良事業（流域治水
等）

土木管理課

河川改良工事、測量・設計等　3地区、5河川（沼田西町松江地区外）一般会計

土木費

河川費

一般会計

土木費

土木管理費

一般会計

土木費

河川費
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
橋梁などの点検の省力化及び橋梁補修等について新技術の導入等により維持管理・更新費用の縮減を図るとともに、集約
化が可能な橋梁について検討を行い財政負担の軽減を図ります。
また、道路や河川等の公共土木施設の適正な維持・補修を行います。

(2) トンネル補修率
－

(H31)
100%
(R3)

100% 100%

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④ 高潮対策事業は、県との調整・連携を密にし、着実な事業促進を図ります。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 橋梁補修率
53%

(H31)
95%
(R5)

100% 100%

予算額 545,194 768,206 1,097,921 1,405,721 1,146,571

対前年度 　　　　　－ 223,012 329,715 307,800 △ 259,150

1
橋梁長寿命化対策事業
（道路メンテナンス事
業）

土木管理課

橋梁点検　107橋（委託・直営）
橋梁撤去設計　1橋
橋梁補修工事　2橋

2
道路舗装修繕事業（社資
交事業・緊自債事業）

土木管理課

舗装修繕工事
　三原地区　18路線、本郷地区　3路線、久井地区　8路線
　大和地区　3路線

一般会計

土木費

道路橋梁費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

道路橋梁費

3
道路構造物修繕事業(社会
資本整備総合交付金事業)

土木管理課

道路構造物修繕
　市道皆実42号線、市道港町5号線外

4 道路維持修繕事業
土木管理課
各支所

一般修繕等

5 河川維持修繕事業
土木管理課
各支所

一般修繕等一般会計

土木費

河川費

一般会計

土木費

道路橋梁費

一般会計

土木費

道路橋梁費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 高潮対策事業(松浜地区)の事業進捗率
60.4%
(H30)

87.9%
(R5)

100% 100%

予算額 6,200 11,200 12,600 12,400 20,400

対前年度 　　　　　－ 5,000 1,400 △ 200 8,000

1
港湾施設整備事業（高潮
対策）

港湾課

高潮・波浪等による浸水被害防止のため、広島県が実施する護岸改良工
事に係る事業費の一部を負担する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

港湾費

3

4

5

－60－



達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針⑤ 土砂の搬出、搬入、埋立等の適正化を図り、土砂災害の防止を推進します。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針⑥ 住宅・建築物の耐震化を促進します。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
開発行為(搬出届を受理、搬入・埋立を許可したもの)にか
かる災害発生件数

0件
(H30)

0件
(R5)

0件 現状値を維持

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

1

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

3

4

5

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 住宅の耐震化率
72.3%
(H27)

78.5%
（R2）

84.8% 84.8%

予算額 2,503 7,252 11,071 7,844 22,844

対前年度 　　　　　－ 4,749 3,819 △ 3,227 15,000

1 木造住宅耐震化促進事業 建築指導課

木造住宅耐震診断
木造住宅耐震化補助

2
避難道路等の安全確保補
助事業

建築指導課

ブロック塀等の安全対策補助
広域緊急輸送道路沿道建築物耐震改修等事業費補助

一般会計

土木費

土木管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

土木管理費

3

4

5
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針⑦
災害復旧に関わる業務の円滑化・迅速化を図り、被災箇所の早期復旧を推進します。
県施行の沼田川水系沼田川河川激甚災害対策特別緊急事業へ協力し、再度災害防止を図ります。

(2)
災害復旧事業(補助災害)の進捗率
　農地・農林業用施設（H30年災）

5.6%
(R1.12月)

100%
(R4)

－
100%
(R4)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
災害復旧事業(補助災害)の進捗率
　公共土木施設（H30年災）

39.2%
(R1.12月)

100%
(R4)

－
100%
(R4)

予算額 6,338,200 1,131,300 1,228,800 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ △ 5,206,900 97,500 △ 1,228,800 　　　　　－

1

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

3

4

5
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3

4

5

　　　　　－

1 予防査察事業 消防本部

三原市火災予防査察規程（令和3年改正）に基づき、査察方針及び査察実
施計画を毎年度作成する。違反対象物の是正指導を行う。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

消防費

消防費

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 出火率の減少
6.68件

/人口万人
(H31)

8.06件
/人口万人

（R5.12月）

6.08件
/人口万人

6.08件
/人口万人

3 署関係車両設備整備事業 消防本部

消防車両更新計画に基づき、三原消防署に配備している消防ポンプ自動
車（平成10年式）を更新し、火災時における迅速的確な出動体制を整え
る。

4 常備消防施設等整備事業 消防本部

消防車両更新計画に基づき、世羅消防署に配備している高規格救急車
（平成22年式）を更新し、増加する救急需要への出動体制を整える。

5

一般会計

消防費

消防費

一般会計

消防費

消防費

175,201

1
三原西消防署庁舎整備事
業

消防本部

三原西消防署庁舎移転整備のため、庁舎建築工事を実施する。

2 防火貯水槽整備事業 消防本部

消防水利計画に基づき、消防水利を確保し、水利不足街区の解消及び災
害初動体制の充実を図るため、耐震性防火貯水槽を2か所（田野浦二丁
目、須波一丁目）に新設する。

一般会計

消防費

消防費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

消防費

消防費

予算額 306,560 372,604 563,887 581,922 757,123

対前年度 　　　　　－ 66,044 191,283 18,035

施策がめざす
三原市の姿 消防・救急活動が迅速に行われ、市民の生命・財産が守られている。 950,507 千円

基本方針①
消防力整備計画に基づき、署・出張所の計画的な整備を行います。また、尾道市・三原市消防指令センターの機器の整備
更新を行い、災害対応力の強化を図ります。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 5-2-1　消防・救急体制の整備 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) 火災・救急・救助の現場到着所要時間（平均時間）
9分

(H31)
10.3分

（R5.12月）
8.7分 8.7分

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
住宅防火対策の推進、消防用設備等の設置促進により、被害の軽減を図るとともに、予防査察による火災予防思想の普及
啓発を行います。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3
非常備消防施設等整備事
業

消防本部

須波分団及び沼田西分団の施設をそれぞれ統合し、屯所2施設の建設設計
を実施する。幸崎分団2格納庫を統合し、幸崎渡瀬に屯所1施設の建設工
事を行う。消防施設統合に伴い、既存屯所、格納庫等の解体を行う。

4

5

一般会計

消防費

消防費

△ 57,435

1 消防団活動事務 消防本部

消防団拠点施設や設備、貸与品の整備を行い、消防防災活動の活性化を
図る。

2
消防団関係車両・設備整
備事業

消防本部

消防団の小型動力ポンプ3台を更新する。また、狭隘な場所で機動性を発
揮するため、普通車タイプの小型動力ポンプ積載車2台を小型動力ポンプ
積載軽自動車2台に更新する。

一般会計

消防費

消防費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

消防費

消防費

予算額 143,066 137,884 325,529 250,819 193,384

対前年度 　　　　　－ △ 5,182 187,645 △ 74,710

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 消防団員数
1,312人
(H31)

1,182人
(R5.12月)

1,250人 1,250人

3

4

5

　　　　　－

1 警防業務 消防本部

普通救命講習の受講者数の増加を図り、応急手当ができるバイスタン
ダーの養成を進める。
※バイスタンダーとは、「（救急現場の）近くに居合わせた人」

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

－

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 市民の普通救命講習受講者数
20,649人
(H31)

21,930人
(R5.12月)

23,000人 23,000人

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④ 消防団施設・装備を充実させるとともに、教育訓練を行い、地域防災力の強化を行います。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③ 応急手当の重要性を理解し、実施できる市民の増加を図るとともに、救急車適正利用の啓発を行います。

(2)
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5

2 安心・安全事業

一般会計

学校教育課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 安心・安全事業

一般会計

生活環境課

防犯に係る各関係団体と連携し、メール配信等による情報提供の取組を
継続する。町内会等に対し、防犯カメラの設置費補助を行う。高齢者を
対象に防犯機能付き電話機等の購入費補助を行う。

総務費

総務管理費
小学校新1年生の防犯ブザー購入費を補助する。

総務費

総務管理費

3

△ 33

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 93 489

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 5,278 5,2454,866 4,773 5,262

16

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 人口千人あたりの刑法犯認知件数
5.33件
(H30)

4.06件
（R5）

減少 減少

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針② 警察、防犯連合会、その他関係団体と連携し、総合的な防犯対策を推進します。

達成度を測る指標

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 防犯灯維持管理事業

一般会計
生活環境課
各支所

防犯灯設置基準に基づき、防犯灯を新規設置する。また、既存の防犯灯
の維持管理を行う。総務費

総務管理費

3

△ 2,391

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 7 △ 1,073

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 12,652 10,26110,094 10,087 9,014

3,638

(2)

(1) 防犯灯新規設置件数
80件

(H28～H30
の平均値)

38件
（R4）

現状値を維持 現状値を維持

施策名 5-2-2　防犯活動・交通安全対策の推進 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 犯罪や交通事故の心配が少なくなり、安心して生活できる。 236,316 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 防犯灯の維持管理による安全確保や犯罪の防止に取り組みます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 交通安全事業

一般会計

生活環境課

交通指導員を配置し、交通安全対策の推進を図る。また、警察等の関係
機関と連携し、高齢者に対する交通安全教育を推進する。自転車用ヘル
メット購入費の一部を補助し、着用を促進する。

総務費

総務管理費

3

3,834

主な事業

対前年度 　　　　　－ 1,481 △ 2,079

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 3,676 7,5104,299 5,780 3,701

△ 25

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 交通事故発生件数に占める高齢運転者の割合
27.2%
(H30)

30.7%
（R5）

減少 減少

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④
高齢運転者に対して体験講習会を開催し、安全運転サポート車の推進を図るとともに、警察と連携し、免許返納制度の周
知に努めます。また、各種交通安全対策の推進に取り組みます。

達成度を測る指標

一般会計

土木建設課

局所対策　市道西宮36号線外
道路拡幅・歩道整備
　市道木原23号線、市道中之町52号線、市道沼田東町北部36号線外

土木費

道路橋梁費

2
通学路交通安全事業（社
会資本整備総合交付金事
業）

一般会計

土木管理課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4 自転車通行空間整備事業

一般会計

土木管理課

本年度の事業概要

1
交通安全施設整備事業
（交通安全対策特別交付
金）

一般会計
土木管理課
各支所

交通安全施設整備
　道路反射鏡、区画線、防護柵等土木費

道路橋梁費

自転車活用推進計画策定
　現状と課題の整理、基本方針・計画の目標の設定、実施すべき施策・
　事業スケジュールの検討、自転車活用推進計画作成

土木費

道路橋梁費

市道宮浦34号線外　排水構造物、防護柵、路面標示等

土木費

道路橋梁費

3
通学路交通安全事業（改
良）（社会資本整備総合
交付金事業）

△ 106,700

主な事業

対前年度 　　　　　－ 28,000 8,000

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 320,000 213,30025,000 53,000 61,000

259,000

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 人口千人あたりの交通事故発生件数
2.02件
(H30)

1.15件
（R5）

減少 減少

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③ 通学路交通安全プログラムとして、通学路の危険箇所を点検し、必要な対策・対応を行います。

達成度を測る指標
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5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 感染症対策事業

一般会計

生活環境課

市内82か所で狂犬病予防集合注射を実施するとともに、動物病院に狂犬
病予防業務を委託することにより、ワクチン接種を促進し、狂犬病の発
生を予防する。

衛生費

保健衛生費

3

76

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 400 28

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 1,307 1,3831,687 1,287 1,315

△ 8

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 狂犬病予防注射実施率
66.4%
(H30)

67.3%
（R4）

70% 70%

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針② 狂犬病予防業務及び野犬の捕獲作業業務を継続実施します。

達成度を測る指標

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
行政相談・無料法律相談
事務事業

一般会計

生活環境課

市民からの様々な相談に対応するため、弁護士による無料法律相談を15
回、行政機関等による一日総合相談を1回実施する。総務費

総務管理費

3

16

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 11 0

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 544 560555 544 544

0

(2)

(1)
市民生活に関する相談のうち、解決又は関係機関に引き継
いだ割合

95.5%
(H30)

95.7%
（R5）

上昇 上昇

施策名 5-2-3　消費者・生活者の安心の確保 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 消費者トラブルや生活の心配事が解決する等、安心して生活できている。 13,376 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 無料法律相談(年15回)及び一日総合相談(年1回)を維持・継続します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

－67－



5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
消費生活センター運営事
業

一般会計

商工振興課

専門的な知識を有する相談員3人（常時2人体制）を配置し、市民からの
相談を受けるとともに、消費者教育や啓発を行うことにより、市民の消
費生活の安定と向上を図る。

商工費

商工費

3

1,024

主な事業

対前年度 　　　　　－ 670 31

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 9,191 10,2158,887 9,557 9,588

△ 397

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 消費者問題関連の啓発事業数
15件
(H30)

10件
（R4）

30件 30件

(1) 消費生活相談件数
577件
(H30)

573件
（R4）

減少 減少

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④
国民生活センター・経済産業省や県等の関係機関との連携を強化し、消費者への迅速で的確な電子商取引や様々な詐欺に
関する情報提供、出前講座等による啓発推進により、消費生活能力の向上を図ります。

達成度を測る指標

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 公衆衛生対策事業

一般会計

生活環境課

公衆衛生に携わる各種団体と連携し、衛生対策の推進を図る。

衛生費

保健衛生費

3

0

主な事業

対前年度 　　　　　－ 888 △ 1,077

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 1,218 1,2181,123 2,011 934

284

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 衛生対策に係る各種キャンペーンの協力件数
3件

(H30)
3件

（R5）
現状値を維持 現状値を維持

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③ 公衆衛生推進協議会や食品衛生協会と連携し、衛生対策を継続します。

達成度を測る指標
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
市民一人ひとりが環境負荷の少ないライフスタイル・ビジネススタイルを実践できるよう情報提供や二酸化炭素排出量の
削減に向けた支援に努めます。

(2)

(1) 自然と触れ合える環境が保たれていると感じる市民の割合
23.2%
(H30)

24.7%
(R5)

上昇 上昇

(2)

施策がめざす
三原市の姿 身近な環境が保たれ、地球環境にやさしい生活が営まれている。 151,755 千円

基本方針① 山・川・海やそこで育まれた生物多様性の保全及び環境保全並びに環境美化に関する啓発に取り組みます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 5-3-1　環境保全と低炭素まちづくりの推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 7,290 7,793 6,055 5,808 9,003

対前年度 　　　　　－ 503 △ 1,738 △ 247 3,195

1 環境保全啓発事業 生活環境課

小学生を対象とした市内の河川や海の水生生物調査、広島商船高等専門
学校との共同事業による環境学習、環境保護団体等と連携したヒョウモ
ンモドキ保護活動等を実施する。

2
きれいな三原まちづくり
推進事業

生活環境課

巡視パトロールによるごみの定点調査や広報車による周知活動を毎月実
施し、きれいな三原まちづくり条例の推進を図る。

一般会計

衛生費

清掃費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

清掃費

3 公害防止対策事業 生活環境課

自動車等の騒音測定や公共用水域等の水質測定により、環境騒音状況や
水質汚濁状況を把握し、生活環境の保全を図る。

4

5

一般会計

衛生費

保健衛生費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
環境負荷の少ない生活を実践している市民の割合
(環境にやさしい製品(リサイクル製品)を購入)

61.2%
(H29)

61.2%
(H29)

増加 増加

予算額 1,400 2,100 6,550 21,811 37,857

対前年度 　　　　　－ 700 4,450 15,261 16,046

1 脱炭素社会推進事業 生活環境課

太陽光発電設備や蓄電池を設置する個人や事業者に対し、費用の一部を
補助する。また、事業者に対し、高効率空調設備及び照明機器の導入費
用並びに省エネ診断の受診費用の一部を補助する。

2
地方公共団体実行計画等
策定事業

生活環境課

ゼロカーボンシティ宣言に基づき、地方公共団体実行計画（事務事業
編・区域施策編）を策定する。

一般会計

衛生費

清掃費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

清掃費

3

4

5
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達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
市民、市民団体、事業者がそれぞれの役割を理解して、地域や様々な場所において連携・協働して主体的に環境保全活動
に取り組めるよう支援します。

(2)

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 環境保全活動年間参加者数
52人
(H30)

27人
(R4)

100人 100人

予算額 634 653 895 895 895

対前年度 　　　　　－ 19 242 0 0

1
第2次三原市環境基本計画
推進事業

生活環境課

みはらし環境会議、各地域会議の支援を行い、地域の特性を活かした協
働事業の実践など、第2次環境基本計画に掲げた施策を推進する。

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

清掃費

3

4

5
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3
古紙等資源集団回収奨励
金交付事業

環境施設課

奨励金 7円×850,000kg＝5,950千円
割り増し交付　5千円×50団体＝250千円

4
廃棄物減量等推進事業（展
開検査、手数料改定、分別
区分の細分化等）

環境施設課

処理施設における展開検査を継続するとともに、古紙等の資源化を推奨
する。

5 廃棄物減量等推進事業 生活環境課

生ごみの減量化及び資源化を推進するため、設置者に報償金を支払う。
　生ごみ処理容器　　　 3千円（上限）
　電動式生ごみ処理機　20千円（上限）

一般会計

衛生費

清掃費

一般会計

衛生費

清掃費

一般会計

衛生費

清掃費

△ 482

1 不法投棄対策事業 環境施設課

不法投棄の報告を受け、警察・管理者とともに現場へ赴き、排出者（不
法投棄者）の調査を行う。投棄されやすい箇所に監視カメラを一定期間
設置して不法投棄の防止を図る。

2 排出等啓発事業 環境施設課

指導対象となるごみにイエロー・レッドシール等を使用して正しい分別
の啓発を推進する。ごみの減量化の必要性等の広報、啓発を行う。

一般会計

衛生費

清掃費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

清掃費

予算額 74,522 72,726 76,794 96,821 96,339

対前年度 　　　　　－ △ 1,796 4,068 20,027

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 不法投棄通報件数
35件
(H30)

15件
（R4）

13件 減少

3
三原広域市町村圏事務組
合不燃物処理工場事業

環境施設課

不燃物処理工場において、容器包装プラスチック、ペットボトル及び不
燃物のリサイクル率の向上を図りながら、処理を安定的に継続する。

4
もやすごみ処理施設整備
検討事業

環境施設課

清掃工場は、基幹的設備改良工事により延命化が図られているが、建設
から25年経過しており、老朽化に伴う施設劣化が急速に進んでいること
から、もやすごみ処理施設整備方針の検討に着手する。

5

一般会計

衛生費

清掃費

一般会計

衛生費

清掃費

76,487

1
三原市清掃工場維持管理
事業

環境施設課

清掃工場の安定処理を継続するため、令和4年度に実施した精密機能検査
に基づき、施設修繕等を行う。

2 最終処分場延命化事業 環境施設課

平成28年6月から広島県環境保全公社出島処分場へ焼却灰等を搬出し、最
終処分場の延命化を図っている。当初は令和6年5月までの受入期間で
あったが、令和16年5月まで延長となったことから、延命化を継続する。

一般会計

衛生費

清掃費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

清掃費

予算額 2,160,710 727,120 752,297 943,492 1,019,979

対前年度 　　　　　－ △ 1,433,590 25,177 191,195

施策がめざす
三原市の姿 ごみの分別やリサイクルの推進により、暮らしやすい環境の実現が進んでいる。 1,129,028 千円

基本方針①
清掃工場など各施設の機能を最大限に発揮させるため、施設・設備の長寿命化や計画的な更新を進めるとともに、ごみや
環境に対する啓発のための施設活用や市民の利便性向上に取り組み、一般廃棄物の安定的処理を継続します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 5-3-2　循環型社会形成の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) 市民1日1人あたりのごみ排出量
904g
(H30)

897g
(R4)

減少 減少

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
ごみの減量化や分別不良、不法投棄に対し、住民や事業所の理解と協力を促進するため、家庭や学校、事業所などと連携
した取組を推進します。

(2)
ごみステーションでの指導件数(イエロー・レッドシール貼
付件数)

36,881件
(H30)

31,984件
（R4）

30,000件 減少

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3

4

5

1,150

1 ごみ出し支援事業 環境施設課

障害や高齢等によりごみ出しが困難な世帯を対象に、無料でごみの戸別
収集を実施する。ごみが出ていない場合等には、安否確認を行う。
令和6年2月現在利用状況：利用決定308世帯（現在利用243世帯）

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

清掃費

予算額 　　　　　－ 10,000 10,120 11,399 12,549

対前年度 　　　　　－ 10,000 120 1,279

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
ごみの減量やリサイクルに取り組む環境が整っていると感
じる市民の割合

19.2%
(H30)

21.3%
(R5)

上昇 上昇

3

4

5

△ 119

1
一般廃棄物処理基本計画
策定等事業

環境施設課

第2次三原市一般廃棄物処理基本計画（計画期間令和4年度から令和18年
度まで）について、進捗状況を公表する。

2
廃棄物減量等推進審議会
運営事業

環境施設課

ごみステーションでの分別収集の在り方等について、審議会で審議す
る。

一般会計

衛生費

清掃費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

衛生費

清掃費

予算額 408 8,487 127 280 161

対前年度 　　　　　－ 8,079 △ 8,360 153

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 再資源化率
14.8%
(H30)

15.7%
(R4)

上昇 上昇

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④
ごみの排出困難者支援など、地域や町内会等が抱える課題に対応するため、「地域の自主性や自己決定」を尊重しなが
ら、官民の連携を推進します。

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
環境への影響が問題視されているペットボトルやプラスチック類の処理やリサイクル全体のあり方を検討し、ごみの減量
化や再資源化を推進します。

(2)
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5

2

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
道路維持管理事業（街路
樹）

一般会計

土木管理課

街路樹個別施設計画に基づき、街路樹の保全、再整備を実施する。

土木費

道路橋梁費

3

△ 26,852

主な事業

対前年度 　　　　　－ 13,269 3,400

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 55,787 28,93535,019 48,288 51,688

4,099

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1)
美しい景観の形成や、市街地の整備など、まちなみが整備
されていると感じる市民の割合

11.8%
(H30)

12.8%
(R5)

16.7% 16.7%

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
地域資源等を活用した魅力あるまちなみづくりを進めるとともに、花や緑を大切に、地域固有の景観を守り、育て、活用
するための計画づくりや事業に取り組みます。

達成度を測る指標

2
都市計画地図情報整備事
業

一般会計

都市開発課

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 都市計画一般事務費

一般会計

都市開発課

都市再生特別措置法に基づき、平成29年12月に策定した三原市立地適正
化計画を改定する。土木費

都市計画費
都市計画基本図に重ね合わせた各種都市計画の地図情報（区域区分・用
途区域・都市施設等）をホームページで公開することにより、市民や事
業者が自由に閲覧できる環境を構築する。

土木費

都市計画費

3

△ 3,564

主な事業

対前年度 　　　　　－ 2,019 4,261

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 11,724 8,1602,991 5,010 9,271

2,453

(2)

(1) 居住誘導区域内の人口密度
52.9人/ha

(H22)
51.9人/ha

(R2)
52.1人/ha 52.1人/ha

施策名 5-4-1　計画的なまちづくりの推進 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿

「都市計画マスタープラン」及び「立地適正化計画」に基づき、様々な施策が展開さ
れている。

102,090 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 都市計画区域区分・用途地域等を見直し、コンパクトシティ形成に向けた土地利用を推進します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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施策名 5-4-2　都市・生活基盤の保全・整備 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 街区や公園等の都市・生活基盤が整備され、快適に生活できる環境が整っている。 589,723 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 都市・生活基盤を整備するため、東本通土地区画整理事業を重点的に推進します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 東本通土地区画整理事業区域内の人口
1,528人
(H30)

1,670人
(R5)

1,920人 1,920人

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 400,800 311,000133,800 199,900 460,800

△ 60,000 △ 89,800

主な事業

対前年度 　　　　　－ 66,100 260,900

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
東本通土地区画整理事業
（保留地事業）

土地区画
土地区画整理
課

道路築造工事L=25m、盛土整地工事A=23,500㎡、設計業務委託、
物件移転補償、水道管新設負担金整理事業

特別会計
道路築造工事L=345m、建物調査委託、物件移転補償、水道管新設負担金

整理事業

特別会計

3
東本通土地区画整理事業
（都市再生事業）

土地区画
土地区画整理
課

道路築造工事L=171m、建物調査委託、物件移転補償

整理事業

特別会計

2
東本通土地区画整理事業
（街路事業）

土地区画
土地区画整理
課

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針② 新たな都市公園整備と既存施設の更新、新斎場の建設整備・運営を計画的に進めます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 住民一人当たり都市公園面積
4.4㎡/人
(H30)

4.9㎡/人
(R5)

5.0㎡/人 5.0㎡/人

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 232,706 249,944996,899 151,994 383,322

△ 150,616 17,238

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 844,905 231,328

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
都市公園整備事業（都市
公園安全安心対策緊急総
合支援事業）

一般会計

都市開発課

トイレ更新（青葉台第三、江南西、明神第二、田野浦第一）
遊具更新（東町第一、明神第一、青葉台第二）
園路照明灯更新（やまみ三原運動公園）

土木費

都市計画費
東本通8号公園整備工事

土木費

都市計画費

3 斎場施設維持管理事業

一般会計

生活環境課

管理運営を委託する指定管理者と連携を図り、斎場の適切な維持管理及
び火葬業務の円滑な運営に取り組む。衛生費

保健衛生費

2
都市公園整備事業（東本
通地区）

一般会計

都市開発課

5
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R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③
市営駐車場は、その必要性や民間を含めた駐車場の需要量と供給量に基づく適正な規模を検討し、施設の更新を図りま
す。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 公共施設類型別実施計画達成率
－

(H30)
33.3%
(R5)

33.3% 33.3%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 22,121 20,87435,559 144,831 20,509

1,612 △ 1,247

主な事業

対前年度 　　　　　－ 109,272 △ 124,322

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
帝人通り駐車場維持管理
事業

駐車場事業

都市開発課

市営駐車場の管理運営

特別会計

市営駐車場の管理運営

特別会計

3

2
円一町駐車場維持管理事
業

駐車場事業

都市開発課

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④ 快適で便利に生活できる環境づくりのため、分かりやすい住所の表示に取り組みます。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 住居表示板貼替区域面積
17.8㎢
(H30)

22.3㎢
(R5)

23.3㎢ 23.3㎢

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 486 526488 488 488

△ 2 40

主な事業

対前年度 　　　　　－ 0 0

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 住居表示維持管理業務

一般会計

都市開発課

現地調査及び街区表示板取付
対象：幸崎能地五丁目～七丁目
面積：1.0㎢

土木費

都市計画費

3

2

5
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※R4事業完了

－

施策名 5-4-3　安全でおいしい水の供給 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 安心して飲むことができるおいしい水が安定供給されている。 701,279 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針① 他事業との調整を密に行い、水道施設の災害復旧復興事業の早期完了をめざします。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 災害復旧復興事業の進捗率
95.0%
(H31)

100%
(R5.1月）

－ ※ 100%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 　　　　　－ 　　　　　－　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

　　　　　－ 　　　　　－

主な事業

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1

3

2

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針② 老朽管路の更新率と耐震化率の向上を図り、安全で強靭な水道施設の構築を目指します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 管路の耐震化率
31.0%
(H31)

34.1%
(R6.1月）

35.9% 35.9%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 　　　　　－ 　　　　　－　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

　　　　　－ 　　　　　－

主な事業

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 水道施設更新事業
水道広域連合
企業団三原事
務所

耐震化されていない管路のうち、老朽化が進んでいる箇所及び重要施設
を結ぶ箇所の更新を優先的に実施
　配水管布設替　L=3,675m

3

2

5
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※本事業は、R5.4月から水道企業団広域計画に引き継いでおり、目標値を設定していない。

－

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針③ 有収率の向上を図り、効率的な水運用を行います。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 有収率
89.2%
(H31)

90.2％
（R5.11月）

90.3% 92.5%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 　　　　　－ 　　　　　－　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

　　　　　－ 　　　　　－

主な事業

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 老朽管路保全事業
水道広域連合
企業団三原事
務所

漏水事故等の未然防止のため、管路漏水調査及び給水装置漏水調査を実
施
　管路漏水調査490km、給水装置漏水調査10,000戸

3

2

5

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針④ 三原市水道事業経営戦略の進捗状況の検証を行い、計画的な施設更新を推進します。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 三原市水道事業経営戦略における事業進捗率
8.1%
(H31)

31.2%
（R5.3月）

－ ※ 59.6%

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 　　　　　－ 　　　　　－　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

　　　　　－ 　　　　　－

主な事業

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1

3

2

5

－77－



※本協議会は、R5.4月にその設置の目的である水道企業団を設立したため、目標値を設定しない。

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針⑤ 広島県水道広域連携協議会に参画し、効果的な事業運営について研究を行います。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)

(1) 広島県水道広域連携協議会開催回数
2回

(H31)
11回

（R5.3月）
－ ※ 10回

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 　　　　　－ 　　　　　－　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

　　　　　－ 　　　　　－

主な事業

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1

3

2

5
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3

4

5

△ 11,737

1 下水道事業会計支出金 財政課

下水道事業会計負担金　79,218千円

2
小型合併浄化槽設置費補
助事業

生活環境課

汲取り便槽や単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換者に対し、設
置費の一部を補助する。
　補助予定数：5人槽22基、7人槽9基、10人槽1基　計32基

一般会計

衛生費

保健衛生費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

諸支出金

公営企業費

予算額 120,045 108,413 103,608 102,626 90,889

対前年度 　　　　　－ △ 11,632 △ 4,805 △ 982

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 公共下水道処理区域外の汚水処理人口普及率
29.6%
(H30)

30.9%
(R4)

31.1% 31.1%

3

4

5

△ 28,050

1 下水道事業会計支出金 財政課

下水道事業会計負担金　521,917千円
下水道事業会計出資金　156,295千円

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

諸支出金

公営企業費

予算額 1,161,817 1,161,190 1,164,196 706,262 678,212

対前年度 　　　　　－ △ 627 3,006 △ 457,934

施策がめざす
三原市の姿 下水道や浄化槽などが整備され、衛生的で快適な生活環境が整っている。 769,101 千円

基本方針①
公共下水道の処理区域内の計画的な下水道整備を行うとともに、コスト縮減を図りながら、公営企業会計のもとで安定し
た事業運営を行います。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 5-4-4　汚水の適正処理 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) 下水道人口普及率
47.7%
(H30)

49.6%
（R4)

50.6% 50.4%

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
公共下水道の処理区域外では、合併浄化槽への設置・転換を支援します。漁業集落排水事業と農業集落排水事業は整備済
であるため、適正な維持管理を推進します。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
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3

4

5

474,449

1 市営住宅長寿命化事業 建築課

市営住宅長寿命化計画の改定、宮沖住宅等統合建替事業(新宮沖住宅建設
工事)、小西住宅5号棟屋根防水等改修工事、旭町1号棟東棟住戸内改修工
事等を実施する。

2 市営住宅維持管理事業 建築課

市営住宅の適正な維持管理及び運営を行うことにより、住宅セーフティ
ネット機能の確保を図る。

一般会計

土木費

住宅費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

住宅費

予算額 239,804 535,092 558,201 972,381 1,446,830

対前年度 　　　　　－ 295,288 23,109 414,180

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 市営住宅長寿命化計画に基づく事業の進捗率(解体を除く)
12.0%
(H30)

45.9%
(R4)

62.7% 62.7%

3 空き家バンク事業 地域企画課

空き家バンク制度を活用し、移住・定住者の住まいの確保や活用可能な
空き家の流通を促進する。家財整理：上限5万円(補助率1/2)（中山間
上限20万円(補助率2/3)）、空き家改修：上限30万円(補助率1/2)

4

5

一般会計

土木費

住宅費

4,760

1
空き家適正管理等促進事
業

建築課

特定空家等の指導等を実施し、地域の生活環境の保全等を図る。また、
空家等対策計画を改定をする。
　老朽危険空家等除却費補助　上限50万円(補助率8/10)×8件

2 空き家活用促進事業 建築課

空き家活用のモデルとなる事業を公募し、優秀な提案に対し、改修費等
に係る経費の一部を補助することにより、地域の活性化を図る。
　空き家活用モデル支援事業費補助　上限300万円(補助率2/3)×1件

一般会計

土木費

住宅費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

土木費

住宅費

予算額 11,655 12,860 11,552 13,064 17,824

対前年度 　　　　　－ 1,205 △ 1,308 1,512

施策がめざす
三原市の姿 地域の安全が保たれ、安心して快適に暮らせる住まいが形成されている。 1,466,328 千円

基本方針①
空き家の所有者に適正な管理又は除却を促すとともに、活用可能な空き家については地域における有効な資産として活用
できる仕組みづくりを進めます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 5-4-5　快適・安全な住まいづくり R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

(1) 特定空家等の件数
65件
(H31)

50件
(R5.12月)

38件 38件

(2)

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
市営住宅は、住宅セーフティネットの役割を担いながら供給戸数を管理していくとともに、「三原市営住宅長寿命化計
画」に基づき、市営住宅の計画的な建替えや維持管理等を適切に実施します。

(2)

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

空き家バンク登録物件の年間成約件数
24件
(H30)

24件
(R4)

33件 33件
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施策名 5-4-6　持続可能な地域公共交通網の形成 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 生活に必要な交通手段が確保され、利用しやすい環境が整っている。 237,616 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
「三原市地域公共交通網形成計画」に基づき、市民協働による利便性が高く持続可能な地域公共交通体系の維持や充実を
図り、バス路線による生活拠点相互の連絡や主要公共施設等相互の連絡、コミュニティ交通による各地域の生活拠点と周
辺地区の連絡強化を図ります。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2)
自動車を利用しない市民の日常移動に対する満足度(不満割
合)

29.3%
(H31)

29.3%
（H31）

減少 減少

(1)
自動車を利用しない市民の日常移動に対する満足度(満足割
合)

40.7%
(H31)

40.7%
（H31）

現状値を維持 現状値を維持

(4) 地域コミュニティ交通利用者一人当たりの事業費
1,761円/人

(H30)
2,531円/人

（R4）
減少 減少

(3) 路線バス・地域コミュニティ交通の利用者数
1,229,554人

(H30)
1,063,387人

（R4）
現状値を維持 現状値を維持

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 194,436 190,956141,425 163,256 186,655

7,781 △ 3,480

主な事業

対前年度 　　　　　－ 21,831 23,399

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
生活交通バス路線運行事
業

一般会計

生活環境課

路線バス運行事業者に対し運行費補助を行う。また、第2期三原市地域公
共交通網形成計画に基づき路線バス各系統の運行状況の評価・検証を行
い、基準を下回る場合は運行見直しを検討する。

総務費

総務管理費
地域コミュニティ交通の運行を維持するとともに、新規導入検討地域に
おいて、実現可能性等を検証するため実証運行を実施する。総務費

総務管理費

3

2
コミュニティ交通推進事
業

一般会計

生活環境課

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針②
定期航路の維持・確保に向けて国や県と連携して取り組むとともに、島民や航路事業者との協働により利便性の向上や利
用促進を図ります。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6

(2) 利用者による市内航路の満足度(不満割合)
38.5%
(H31)

38.5%
（H31）

減少 減少

(1) 利用者による市内航路の満足度(満足割合)
38.5%
(H31)

38.5%
（H31）

現状値を維持 現状値を維持

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 35,765 46,66043,054 63,568 46,620

△ 10,855 10,895

主な事業

対前年度 　　　　　－ 20,514 △ 16,948

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1 生活航路運航事業

一般会計

生活環境課

各航路への補助事業により運行サービスの維持・確保を図るとともに、
利用者の意見等を踏まえて必要な改善策を検討する。総務費

総務管理費

3

2
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針② 「財政運営方針」に基づき、財政健全化の推進を図ります。

(2) 実質公債費比率
6.7%
(H30)

9.4%
(R4)

8.9% 8.0%以下

(1)
三原市行財政改革実施計画に基づく行財政改革の進捗度(順
調以上で推移している取組項目)

32項目/50項目
(H31)

47項目/57項目
(R5.9月)

57項目/57項目 57項目/57項目

(2)

施策がめざす
三原市の姿

質の高い行政サービスが低コストで提供され、まちづくりの施策が効果的に実施され
ている。

70,729 千円

基本方針①
効果的・効率的な行財政運営をめざして、事務事業の選択と集中による歳出の削減やあらゆる方法による歳入の確保に努
めるとともに、事業を担う人材の育成等を積極的に取り組みます。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 6-1-1　行財政改革の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 37,318 53,148 63,398 74,639 70,729

対前年度 　　　　　－ 15,830 10,250 11,241 △ 3,910

1 事業レビュー実施事業 経営企画課

事業レビューを実施し、施策や事業を外部の視点で点検することによ
り、施策の成果向上に向けた改善やコスト削減等の見直しを行う。

2
人事評価制度の構築と活
用

職員課

評価結果の処遇反映拡大の定着を図るとともに、被評価者研修を継続実
施し、職員の能力開発を図る中で、人材の育成・活用を進める。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3 市有財産販売推進事業 財産管理課

未利用財産について公有財産利活用基本方針を踏まえ、民間による利活
用、処分を推進する。また、市が所有する分譲地について販売を推進す
る。

4 指定管理者制度の推進 経営企画課

更新の３施設における指定管理者候補者を選定し、民間ノウハウを活用
した管理運営を行うとともに、新規導入施設を検討する。

5

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 建設地方債残高
431.9億円

(H30)
360.3億円

(R4)
359.9億円 300億円以下

(3) 財政調整基金残高
58.6億円
(H30)

69.8億円
(R4)

64.5億円 50億円以上

(4) 経常収支比率
92.7%
(H30)

95.2%
(R4)

95.5% 93.0%以下

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

1

2

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

3
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※予算額錯誤訂正

5

一般会計

財産管理課

未利用財産のうち活用や売却を見込めない元久井支所周辺の建物を解体
するための設計を行う。総務費

総務管理費

2 本郷支所移転事業

一般会計

本郷支所

番号 個別事業名 予算科目等 関係課

4

本年度の事業概要

1
公共施設マネジメント推
進事業（円一エリア再
編）

一般会計

財産管理課

三原市歴市民族資料館、駅前放課後児童クラブの元ゆめきゃりあセン
ターへの集約化に係る改修工事の施工、及び移転後の三原市歴史民俗資
料館と旧中央図書館の一体的な解体設計を行う。

総務費

総務管理費
耐震性に課題のある本館建物から耐震性を有する別館建物へ移転するた
め別館建物の改修工事（長寿命化工事を含む。）を行う。総務費

総務管理費

3 未利用財産解体事業

429,500

主な事業

対前年度 　　　　　－ △ 409,759 △ 3,500

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算額 20,618 450,118413,283 3,524 24

20,594

(2)
公共施設の廃止施設数
(対H26年度比)

27施設
(H30)

52施設
(R6.1月)

54施設 38施設

(1)
公共施設の総延床面積削減率
(対H26年度比)

0.6%
(H30)

5.2%
(R6.1月)

5.3% 5.3%

施策名 6-1-2　公共施設等マネジメントの推進 R6年度 施策全体予算額

施策がめざす
三原市の姿 公共施設等の保有総量の抑制や再配置、長寿命化に向けた取組が進められている。 452,966 千円

R6目標値
(長期総合計画)目標値

基本方針①
「公共施設類型別実施計画」に基づき、建物床面積の削減や空き施設等の有効活用とともに、継続する施設は安全かつ快
適に利用できる状態を保つことで、長期間の使用をめざします。

達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

R6
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予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

市民の市に対する愛着・誇り
57.6%
(H30)

58.1％
(R5)

75% 75%

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
地域の魅力を発掘、創造し、市民や地域団体と協働の情報発信を推進するとともに、交流・関係・移住・定住人口の増加
に向け、関係施策と連動したプロモーションの企画・実施により「行きたい」「住みたい」まちとしての認知向上を図り
ます。

(2)
情報接触度
(地域ブランド調査【民間調査】ランキング推移)

601位
(H31)

590位
(R5)

上昇 上昇

(1)
市政やイベントなどの情報が市からの広報などで分かりや
すく提供されていると感じる市民の割合

16.5%
(H30)

25.8％
(R5)

上昇 上昇

(2)

施策がめざす
三原市の姿

市政情報等が市民に適切に届いており、市民が地域への理解・愛着・誇りを持つとと
もに、市外の人々から「行きたい」「住みたい」まちとして認知されている。

239,434 千円

基本方針①
広報誌や市ホームページ等を通じて、市民に行政サービスに関する情報を提供するとともに、パブリックコメント等を通
じて、政策形成段階における市民意見の反映を図る取組を推進します。また、コミュニティＦＭ局等の活用により、地域
の持つ様々な資源や魅力を地域内外に広く伝える取組を推進します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

施策名 6-2-1　戦略的・効果的な情報発信 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額 48,447 60,002 61,955 64,270 81,328

対前年度 　　　　　－ 11,555 1,953 2,315 17,058

1 市政情報等受発信事業 広報戦略課

伝わる広報を目的に様々な情報発信手段を活用し、市民が必要とする市
政・行政情報などを、迅速かつ分かりやすく発信する。また、研修を通
じて、職員の広報マインドの醸成を図る。

2
コミュニティＦＭ整備事
業（放送・送信設備更
新）

広報戦略課

コミュニティＦＭは、災害時一斉情報伝達手段としての役割を担ってい
るため、放送事故等の発生を防ぎ、長期的に安定した運用をする必要が
あることから、更新計画に基づき、一部設備の更新工事を実施する。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3

4

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1)
都市認知度
(地域ブランド調査【民間調査】ランキング推移)

553位
(H31)

557位
(R5)

上昇 上昇

(3)
市に移住定住相談を行った人のうち、市のシティプロモー
ションを見て関心を持った人の割合

62.2%
(R2)

64.0%
(R4)

上昇 上昇

予算額 14,034 59,165 85,692 112,661 158,106

対前年度 　　　　　－ 45,131 26,527 26,969 45,445

1
シティプロモーション推
進事業

広報戦略課

市民のシビックプライド醸成とふるさと納税や関係・移住人口の獲得に
向け、市職員のプロモーション力の向上に取り組むとともに、三原らし
さや話題性のあるまちの魅力を発掘・深掘りし発信する。

2 ふるさと納税推進事業 広報戦略課

返礼品事業者と連携したセット商品や、体験型などの新たな返礼品の開
発、ふるさと納税を受け付けるポータルサイトでの広告掲載などＰＲの
強化により、三原のファンの獲得や寄附額の拡大を図る。

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

3

4

5
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3

4

5

　　　　　－

1 地方分権改革推進事業 － 経営企画課

本市の事業遂行上支障となっている国の制度・運用について、本市自ら
が見直しを提案し、事務権限の移譲、規制緩和等が実現するよう、担当
課と国との間の調整やサポートを行う。

2

予算額 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

対前年度 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) (指標なし)

3
三原市世羅町広域交流連
携協議会事業

地域企画課

構成市町の三原市及び世羅町の交流とエリア外からの誘客を図ることを
目的に、両市町が連携した広報事業を行う。
広域ガイドブック「ミハラッセ」年3回発行

4

5

△ 1,262

1
広島広域都市圏協議会事
業

経営企画課

圏域の構成市町（13市15町）が連携し、協議会（神楽、食と酒、西国街
道）の枠組みなどを活用して、情報誌やSNS等によるＰＲや誘客、特産品
の販路拡大、伝統文化の継承、圏域内の交流促進などに取り組む。

2 備後圏域連携協議会事業 経営企画課

圏域の構成市町（7市2町）が連携し、圏域の経済好循環の促進や広域観
光・交流人口の拡大、医療連携強化、行政サービス効率化などに取り組
む。

予算額 3,576 3,513 3,565 3,545 2,283

対前年度 　　　　　－ △ 63 52 △ 20

施策がめざす
三原市の姿

広域連携や事務・権限移譲、新たな事業手法の構築等、多様な行政経営手法を活用
し、本市の自主性・自立性が高まっている。

4,124 千円

基本方針①
連携中枢都市や他都市との広域連携を推進し、圏域における人口流出抑止や、人の流れの創出を図るため、圏域経済の維
持・活性化につながる効果的な事業を連携して実施します。

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) 広島広域都市圏域内人口
231.4万人

(H30)
239.0万人

(R4)
－ 224.9万人

(2)

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針②
本市の実情に応じた、これまでの地方分権改革による制度の活用や、新たな規制緩和等の国への働きかけなどにより、地
域課題の解決を図っていきます。

(2)

一般会計

総務費

総務管理費

一般会計

総務費

総務管理費

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

施策名 6-3-1　地域の自主性・自立性を高める取組の推進 R6年度 施策全体予算額

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

備後圏域内人口
85.7万人
(H27)

81.5万人
(R5)

－
81.8万人

(R7)
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3

4

5

　　　　　－

1
定住自立圏形成・推進事
業

経営企画課

市民が安心して住み続けるために必要な取組をまとめた「定住自立圏共
生ビジョン」について、市民満足度調査結果や外部有識者の意見などを
踏まえた施策や事業を推進する。

2

予算額 0 2,420 0 0 0

対前年度 　　　　　－ 2,420 △ 2,420 　　　　　－

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) (指標なし)

3

4

5

△ 206

1 総合戦略推進事業 経営企画課

総合戦略について、産学官金などの有識者による検証内容を踏まえ、各
事業の見直しをするとともに、市の課題に対して伴走型で支援する行政
アドバイザーを活用し、解決に向けた取組を検討する。

2

予算額 6,607 9,215 2,637 2,047 1,841

対前年度 　　　　　－ 2,608 △ 6,578 △ 590

指標名 初期値
直近の
現状値

R6目標値
(長期総合計画)

(1) (指標なし)

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

－

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針④
定住自立圏構想の制度活用により、市域内での役割分担のもと、「定住」のための暮らしに必要な諸機能を確保するとと
もに、「自立」のための経済基盤の確立や地域への愛着醸成などにより、市民が安心して住み続けられるまちづくりを進
めます。

(2)

主な事業
番号 個別事業名 予算科目等 関係課 本年度の事業概要

一般会計

総務費

総務管理費

達成度を測る指標
R6

目標値

予算額（単位：千円）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本方針③
人口減少対策については、市として重点的に取り組むべき課題への対策を講じるとともに、ターゲットに応じた取組を重
点的に推進することにより、人口の減少傾向を抑制し、まちの活力の維持・向上を図ります。

(2)
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